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Ⅰ.調査の経緯・目的 

企業会計審議会は２００９年６月に「我が国における国際会計基準の取扱い

に関する意見書（中間報告）」を公表した。この中間報告を踏まえ、２００９

年１２月に関係内閣府令が改正され、２０１０年３月期から、国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）に準拠して作成した連結財務諸表を金融商品取引法の規定による連結

財務諸表として提出することが認められた。 

その後、企業会計審議会は、２０１２年７月に「国際会計基準（ＩＦＲＳ）

への対応のあり方についてのこれまでの議論（中間的論点整理）」（以下「中間

的論点整理」という。）、２０１３年６月に「国際会計基準（ＩＦＲＳ）への対

応のあり方に関する当面の方針」（以下「当面の方針」という。）を公表してお

り、その中で、ＩＦＲＳの任意適用の積上げを図ることが重要であることの考

え方が示されるに至った。２０１４年６月２４日に閣議決定された「『日本再

興戦略』改訂２０１４」においては、閣議決定レベルでは初めて「ＩＦＲＳの

任意適用企業の拡大促進」が明記された。 

さらに、この「『日本再興戦略』改訂２０１４」においては、「従来進めてき

た施策に加え、ＩＦＲＳの任意適用企業がＩＦＲＳ移行時の課題をどのように

乗り越えたのか、また、移行によるメリットにどのようなものがあったのか、

等について、実態調査・ヒアリングを行い、ＩＦＲＳへの移行を検討している

企業の参考とするため、『ＩＦＲＳ適用レポート（仮称）』として公表するなど

の対応を進める。」とされた。 

本レポートは、当該閣議決定に基づき、ＩＦＲＳ任意適用企業の実態調査・

ヒアリングを実施し、ＩＦＲＳへの移行に際しての課題への対応やメリットな

どをとりまとめたものである。 

Ⅱ.ＩＦＲＳ任意適用企業の現状等 

（１） ＩＦＲＳの任意適用企業（適用予定企業を含む。以下同じ。）は、着実

に増加している。 

    ２０１０年３月期からＩＦＲＳに準拠した連結財務諸表を金融商品取

引法による連結財務諸表として提出することが認められたが、当該期か

ら最初の任意適用企業による提出があった。 

    その後、２０１２年７月の「中間的論点整理」公表時には７社であっ

た企業数は、２０１３年６月の「当面の方針」の公表時には２０社、そ

して２０１４年６月の「『日本再興戦略』改訂２０１４」の閣議決定時に
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は４４社と増加した。 

    さらに、「『日本再興戦略』改訂２０１４」の閣議決定後は、これまで

以上の増加ペースとなり、２０１５年３月３１日時点では７５社となっ

ている【図１】。 

（２） これを東京証券取引所が採用している業種別分類（３３業種）でみる

と、２０１５年３月３１日時点のＩＦＲＳ任意適用上場企業７３社は、

２１業種にまたがっている。この特徴としては、 

   ① 業種別には、電気機器（１１社）、医薬品（１０社）、卸売業（８社）、

サービス業（７社）、情報・通信業（７社）、輸送用機器（５社）、化

学（５社）、といった業種で適用企業が多いこと 

   ② 業種の中で、時価総額の大きい企業が任意適用すると、他にも任意

適用する企業が増加する傾向がみられること 

   が挙げられる【表１】。 
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2% 1% 0.2%

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 0.07 0.2 0.04

（注１）上場企業を対象
（注２）ＩＦＲＳ任意適用上場企業(適用予定を含む)及び
　　　　時価総額は平成27年３月末時点。
（注３）企業名の左の数字は、業種別における時価総額の順位

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
4.5 21.8 16.4

（Ａ/Ｂ）

１３社

パルプ・紙 その他製品 電気・ガス業 海運業

２６社 １１１社 ２５社 １５社

鉱業 建設業 繊維製品

１２社 ７社 １７６社 ５６社

業種
非鉄金属

（1/36社）
陸運業

（1/65社）
不動産業

（1/116社）
IFRS任意適用企業が存在しない業種

《計１２業種》

企業名

(12)アサヒＨＤ(予定) (21)日立物流(予定) (31)トーセイ 水産・農林業

空運業
倉庫・

運輸関連
銀行業 保険業

５社 ４１社 ９３社

5.7

（Ａ/Ｂ） 16% 15% 10% 6% 3% 2%

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
32.7 70.5 8.2 6.7 27.8

(5)住友理工(予定)

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 5.2 10.7 0.8 0.4 0.8 0.1

企業名

(1)ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ
(23)すかいらーく

(4)日立製作所(予定)

(11)東芝(予定)

(12)富士通
(18)リコー
(21)セイコーエプソン
(23)コニカミノルタ(予定)

(50)日立国際電気(予定)

(55)アンリツ
(64)クラリオン(予定)

(135)日本電波工業
(160)ｽﾐﾀﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(予定)

(4)日立金属(予定) (3)ＳＢＩ　ＨＤ
(10)マネックスｸﾞﾙｰﾌﾟ

(13)日立建機(予定)

(22)ＤＭＧ森精機(予定)

(38)日立工機(予定)

16%

業種
小売業

（2/348社）
電気機器

（11/270社）
鉄鋼

（1/49社）
証券、商品先物取引業

（2/42社）
機械

（3/231社）
ゴム製品

（1/19社）

（Ａ/Ｂ） 23% 21% 20% 18% 18%

1.3

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
25.1 4.3 5.1 34.2 69.5 7.9

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 5.8 0.9 1.0 6.1 12.2

その他金融業
（2/32社）

企業名

(2)楽天
(5)電通(予定)
(6)エムスリー
(14)ディー・エヌ・エー
(19)クックパッド(予定)
(37)テクノプロHD
(49)ネクスト(予定)

(1)LIXILｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定) (1)旭硝子
(9)日本板硝子

(2)花王(予定)

(7)日東電工
(8)三菱ケミカルHD(予定）

(15)日立化成(予定)

(61)日本合成化学工業(予定）

(2)本田技研工業(予定)

(4)デンソー(予定)

(28)ケーヒン
(34)エフ･シー･シー(予定)

(51)ユタカ技研(予定)

(2)日本取引所ｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定)
(8)日立キャピタル(予定)

業種
サービス業
（7/372社）

金属製品
（1/92社）

ガラス・土石製品
（2/61社）

化学
（5/216社）

輸送用機器
（5/99社）

8.3

（Ａ/Ｂ） 66% 55% 41% 37% 29% 25%

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
28.4 23.3 2.8 52.6 26.6

(1)ＨＯＹＡ

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 18.7 12.7 1.2 19.7 7.6 2.1

企業名

(1)武田薬品工業
(2)アステラス製薬
(3)エーザイ
(4)中外製薬
(6)小野薬品工業
(8)第一三共
(9)田辺三菱製薬(予定)

(12)参天製薬(予定)

(33)そーせいｸﾞﾙｰﾌﾟ
(38)ｼﾞｰｴﾇｱｲｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定)

(1)三菱商事
(2)三井物産
(3)伊藤忠商事
(4)住友商事
(5)丸紅
(7)日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(予定)

(14)双日
(27)伊藤忠エネクス

(1)ＪＸﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(予定) (3)ソフトバンク
(4)ＫＤＤＩ(予定)

(5)ヤフー
(11)ネクソン
(20)コナミ(予定)

(22)伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ
(180)ホットリンク(予定)

(1)日本たばこ産業

【表1】 日本における業種別のＩＦＲＳ適用状況
IFRS任意適用企業が存在する業種　　《計２１業種》

業種
医薬品

（10/62社）
卸売業

（8/339社）
石油・石炭製品

（1/13社）
情報・通信業
（7/370社）

食料品
（1/133社）

精密機器
（1/51社）
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Ⅲ.質問・ヒアリング調査の対象・方法 

 今回、質問調査票の送付及びヒアリングによる調査は、２０１５年２月２８

日までにＩＦＲＳを任意適用した企業（４０社）、及び同日までに日本取引所

グループの適時開示情報閲覧サービス（ＴＤｎｅｔ）においてＩＦＲＳの任意

適用を予定している旨を公表した企業（２９社）の計６９社（国内非上場企業

２社を含む）を対象として実施した。 

 調査に当たっては、６９社全社に対してあらかじめ質問調査票を送付した。

そのうち、回答を寄せた企業は６５社であった（回収率９４．２％）。また、

ＩＦＲＳ任意適用企業が有する、例えば業種ごとの問題点をより具体的に把握

するため、６５社のうち２８社に対して直接ヒアリング調査を実施した。 

 （対象企業及び質問調査項目の詳細、「資料編」Ｐ２２～２６参照）

Ⅳ.任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主なメリット 

ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由又は移行前に想定した主なメリットに

ついて、以下の項目から選択する形で書面調査を実施し、６５社から回答を得

た。 

調査結果は以下のとおりであった。

【表２】ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主な

メリットとして１位に順位付けした項目別の回答数

項目 回答数 

①経営管理への寄与 ２９社

②比較可能性の向上 １５社

③海外投資家への説明の容易さ ６社

④業績の適切な反映 ６社

⑤資金調達の円滑化 ５社

⑥その他 ４社
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本調査項目のポイントは、以下のとおりと考えられる。 

 （１） ①の「海外子会社等が多いことから、経営管理に役立つ」との回答

が最多であったこと 

    今回の調査で最も多数の企業（２９社）が、①の「海外子会社等が多

いことから、経営管理に役立つ」を、任意適用を決定した理由又は移行

前に想定していた主なメリットと考えたと回答している。その回答内容

を見ると、    

・ 海外子会社が多く、同じ製品を複数の拠点で製造・販売している

ことから、業務の効率性を比較するためには、共通の「モノサシ」

で業績の認識・測定がなされないと公正に評価できない。 

・ 各地域の子会社から決算データの一次情報である試算表をＩＦＲ

Ｓベースで収集し、連結グループ全体をあたかも「一つの会社」と

みなして決算を締めることにより、各社の棚卸資産やキャッシュ・

フローの変動から事業上の課題を早期に発見し、財務の透明性・ガ

バナンスを高めることが目的である。 

といった代表例にみられるように、①を挙げた企業は、単に海外子会

社を通じた会計基準の統一というメリット、導入理由を越えて、ＩＦ

ＲＳを用いてグローバルベースの統一した業績の測定・管理、財務の

透明性の高度化等を目指すという、高い理念を有していることが明ら

かになった。 

また、例えば、 

・ これまでは、グローバルベースという観点のみならず、事業ごと、

地域ごとという観点からも、子会社のコントロールが十分にできて

いなかった。ＩＦＲＳを用いて、各事業を縦軸、会計・資金・税務

などの機能を横軸として整理し、上流から下流まで全体を通して経

営管理を行うことが重要と考えている。 

・ ＩＦＲＳの導入は、財務会計の対応だけに限らず経営管理の「モ

ノサシ」を統一し、そのことにより経営管理の高度化を図るプロジ

ェクトとしてスタートした。プロジェクトの目的は、会計基準の変

更ではなく経営管理の強化であった。 
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といった回答が多かったことは、グローバルに発展する我が国の企業にお

いて、会計基準の採択という財務会計上の対応のみならず、経営管理の高度

化を図るためにＩＦＲＳを有効に活用することが重要であると広く認識さ

れるに至っていることが窺われる。 

（２） 同業他社との比較可能性の向上や投資家への説明の容易さを目的とす

る企業が多かったこと 

    財務情報の開示は、投資家に対して、適正かつ有用な投資情報を提供

することを一つの目的としている。 

こうした観点からは、国内外の投資家にとって、提供される財務情報

の比較可能性が高く、分析が容易であることが求められる。 

ＩＦＲＳが多数の海外企業において採用されている中、国内外の同業

他社との比較可能性の向上の観点からＩＦＲＳを適用したとする企業

が相当数みられた。 

     例えば、 

・ 当社の株主は約３割を外国人投資家が占めている。また、競合相手

は世界各地に存在するが、一番の競合相手は欧州メーカーになる。

投資家が当社を同業他社と比較する上でも、当社が自社と競合他社

を比較する上でも、ＩＦＲＳを導入することにより比較可能性が高

まる。 

・ 国内の同業他社が先にＩＦＲＳに移行し、他の同業他社も追随す

る動きがあり、マーケットから同一業種における比較可能な財務情

報の開示の期待があった。 

といった回答があった。これらの回答の中には、自社が他社との比較

可能性を高めることができることによる、経営管理面のメリットも認

識している企業があったことは重要であると考えられる。また、 

・ 海外投資家に説明する際に、常にＩＦＲＳとの差異を意識して説

明していた。ＩＦＲＳに移行したことにより、有価証券報告書のた

めに作成した財務諸表をそのまま用いて海外投資家への説明ができ

るようになり、利便性が高まると考えた。 

との回答もあり、投資家との関係を重視しつつ、社内的にも、投資家
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向け広報活動（ＩＲ）上の利便性の向上といったメリットも享受する

ことを目指している企業もあることは注目される。 

（３） その他、④の「業績の適切な反映」を主なメリットと考えたと回答し

た企業が６社あったが、これらの中には、のれんの非償却や有給休暇引

当金の計上をメリットとして挙げている企業もあった。 

Ⅴ.移行プロセスと社内体制 

ＩＦＲＳへの移行プロセスに関して、具体的に移行を提案した主体について

は、ＣＥＯやＣＦＯが直接関与した、いわば「トップダウン方式」と、経理部

門中心に提案がなされた、いわば「ボトムアップ方式」と回答した企業に分れ

た。（「資料編」Ｐ３４，３５参照） 

これは、どちらが望ましいという問題でなく、Ⅳ.で述べたＩＦＲＳへの移

行の主なメリットに係る認識等により、様々であると考えられる。 

例えば、 

・ 海外での資金調達を経営陣が決定し、これを実現するために、ＩＦＲＳの

適用が指示された。 

といったケースなどは、まさに経営事項として経営陣がＩＦＲＳ適用を決定す

ることとなる。 

これに対し、「経営管理の高度化」を求める場合には、経営層から提案され

る場合もあるが、ボトムアップで経理部門の提案としてプロジェクトが始まる

場合もある。 

いずれにしても、次の回答例にみられるように、各企業が共通して述べてい

るのは、移行プロセスにおいて、経営トップや経理部門だけでなく、事業部門

を含めた全社的な取組みが重要という点である。 

・ 子会社の実務担当レベルでは会計基準の変更に対する抵抗があり、対応 

が消極的なケースがあったため、具体的な方法も提示しながら、ＩＦＲＳ移

行プロジェクトへの参加を促した。親会社のプロジェクトチームが積極的に

動いて関連部署を巻き込んでいくことが必要である。 

ＩＦＲＳへの移行に消極的な部署への対応については以下の回答がみられ

た。（「資料編」Ｐ３６，３７参照） 
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・ 「連結経営の深化」を経営課題として認識しており、当初よりＩＦＲＳ導

入プロジェクトを経理部門のみではなく、全社プロジェクトとして位置づけ

た。現場の反対意見には丁寧に説明を行い、経営陣の一部を含む関係者に納

得してもらった。 

以上から分かるとおり、ＩＦＲＳ移行プロジェクトは、全社的対応が求めら

れる。 

したがって、社内体制について、移行フェーズを「初期」（経理部門を中心

としたアクションプランの作成等）、「中期」（経理部門以外の事業部門や外部業

者との連携）、「後期」（ＩＦＲＳによる財務諸表の作成・開示）に分けると、「初

期」の計画策定・影響度調査の段階では、少人数の経理部門担当者が行ってい

るものの、「中期」の会計方針の策定、グループ会計方針書の作成、データ収集

方法の検討、システム対応及び財務諸表の雛形の作成の段階では、経理部門の

専任者以外に、各事業部門や子会社の従業員、システム関係者を含めた組織横

断的な社内体制が敷かれている。（「資料編」Ｐ４７，４８参照）

子会社を多数有する任意適用企業の場合、円滑にＩＦＲＳを適用するため、

子会社を含めた会計方針の徹底を行い、グループ会計方針書を作成している。

グループ会計方針書の作成段階は、企業の規模や、後述するシステムの改修度

合いにより様々であり、初期に作成し、早くから子会社に周知する企業もあれ

ば、子会社数や関係する会計基準が極めて多く、システム対応の範囲も広いこ

とから、システムを構築する段階で作成し、周知・徹底する企業もある。 

例えば、以下のとおり、プロジェクト開始後１年という早い段階で作成した

企業もあれば、実際に開示を行う２年前に策定し、その後更新を行う企業もあ

った。 

・ プロジェクトを開始して概ね１年経過後に、グループ会計方針書のドラフ

トを作成し、早い段階でグループにドラフトを提示することにより、実務を

イメージすることができた。この進め方は有効であったと考えている。その

後、１年程度かけて検討したうえで完成させた。 

・ グループ会計方針書の策定に当たっては、プロジェクト推進室の中でテー

マごとに担当を決め、実際に開示を行う２年前であるＩＦＲＳ移行日までに

策定した。ＩＦＲＳ移行日以降、グループ各社からのフィードバックを受け、

会計方針書の更新を行っている。 

移行プロセスと社内体制の構築においては、事業部門や子会社を含めて一体

としてプロジェクトを進める態勢整備が肝要であり、例えばグループ会計方針
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書についても、各企業の実情に応じて、作成及び事業部門や子会社への周知が

適時に行われていることが明らかになった。 

Ⅵ.移行コスト（主としてシステム対応） 

ＩＦＲＳ移行に際しての意思決定と社内体制の整備の次に問題となるのは、

移行コストである。これが多額ではないかと移行に躊躇する企業も多いと考え

られる。 

結論としては、移行コストは、各企業の規模及びシステム構築方針、そして

ＩＦＲＳ導入の目的・メリットとして何に重点を置くかにより様々である。 

【図２】からは売上規模の大きい企業ほど、移行コストが多額となる傾向が

みられる。 

【図２】ＩＦＲＳへの移行に直接要した総コスト別の企業数（売上規模別）

また、移行期間については、開始時点をどうとるか等によって変わってくる

面があり、確たることは言えないが、売上規模の大きい企業ほど、移行期間が

長くなる傾向がみられ【図３】、移行期間の長短は、システム対応に要する期

間によるところが大きいと考えられる【図４】。 
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【図３】ＩＦＲＳへの移行期間別の企業数（売上規模別） 

【図４】システム対応に要した期間別の企業数（全移行期間別） 
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しかしながら、移行コストについては、当該企業が、ＩＦＲＳ導入の目的・

メリットとして何に重点を置くかによっても大きく影響される。すなわち、Ｉ

ＦＲＳ導入の目的・メリットとして「経営管理の高度化」に重点が置かれる場

合には、経営管理の高度化のためにＩＦＲＳ導入を契機としてシステムの全面

改修までが行われる一方、ＩＦＲＳ導入の目的・メリットとしてあくまで「同

業他社との比較可能性」や「投資家への説明の容易さ」等に重点が置かれる場

合には、システム対応において、連結仕訳の調整のみ、または連結仕訳の調整

中心の対応によることが考えられ、全体のコストは大きく変わってくる。 

具体的には、連結仕訳の調整のみ、または連結仕訳の調整中心で対応した企

業では、 

・ システムについては、表計算ソフトにより財務諸表を効率的に作成でき

る仕組みを構築したため、特段の対応をしていない。 

・ 連結決算用のパッケージはもともと表計算ソフトをベースにしており、

ＩＦＲＳ対応は特定項目の修正で対応できた。 

と回答しており、規模が相対的に小さくかつ単一事業である場合には、金額的

にも極めて少額で対応できている例がある。 

これに対し、大規模企業で子会社数も多く、業態としても幅広い事業展開を

している企業が、「経営管理の高度化」のためにＩＦＲＳの導入とともにシス

テムの全面改修を行う場合には、移行コストは相対的に多額となり、移行期間

も相対的に長くなる傾向がみられる。 

システムを全面改修したケースについては、例えば、 

・ 連結グループ全体をあたかも「一つの会社」として決算を行うべく、グ

ローバルで統一されたシステムを導入するとともに、子会社ごとに経理部

門を設置せず、各地域に経理業務を統括する子会社を設立し、上流から下

流まで一貫して経理をコントロールするシステムとした。 

・ グループ各社で会計システムが異なっていたが、ＩＦＲＳへの移行を契

機に統一した会計システムの構築を進めた。 

といった回答があった。システムを中心としたコスト面については、ＩＦＲＳ

導入を契機としてシステムの全面改修等を行えばコストは相対的に大きくな

るが、長期的視点で経営管理の高度化を図ることが、長期的なコストの削減に

つながると考える企業もある。他方、ＩＦＲＳを用いた連結ベースでの開示に
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限定した相対的に低コストのシステムの導入をメリットとする企業もあり、そ

の選択肢は様々である。 

 また、移行期間についても、企業の規模やＩＦＲＳ導入の目的等によって異

なってくるものと考えられる。 

 なお、システム対応上は、初期の段階からＩＴ担当はプロジェクトチームに

参加しているが、会計方針の確定を踏まえて順序立ててシステム化を進めるべ

きであり、システム化そのものを自己目的化すべきでないという意見があった。 

 具体的には、 

・ ＩＴチームは、初期の段階から関与し、日本基準とＩＦＲＳとの間の差

異項目や調整項目のデータ収集方法の検討を含めた全体構想の設計に携わ

るべきだと考えるが、最初からシステム化そのものが必要だとは考えてい

ない。移行にあたっては、まずは最小限のＩＴ化を目指し、固定資産シス

テムに投入するための基礎データ、ＩＦＲＳへの修正仕訳及びＩＦＲＳに

基づく開示データを表計算ソフトで作成し、そのノウハウをパッケージ

化・標準化したうえで、必要に応じてシステム開発する方が効率的である。

当社では、特定の会計基準への対応としてシステムを開発したが、当初の

想定に合わない事例が発生し、コスト・ベネフィットを考えた結果、シス

テムを破棄した経験がある。 

 この他にも、システムの構築も、全社的なプロジェクトの進度と平仄をとっ

て進められることが適当との指摘がみられたところである。 

Ⅶ.会計項目への対応と監査対応・人材育成 

ＩＦＲＳ移行時の主な課題として、 

① 特定の会計基準への対応 

② 人材の育成及び確保 

③ 会計システムの導入又は更新 

④ 内部統制の構築 

⑤ その他 

のどれが最も課題であったか質問したところ、６０社中４３社が①の「特定の

会計基準への対応」と回答し、６０社中９社が②の「人材の育成及び確保」と

回答した。（「資料編」Ｐ５４参照）
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特定の会計基準への対応として挙げられた会計項目は、有形固定資産の減価

償却方法の選択、耐用年数の見積り、収益認識、社内開発費の資産化、資産の

減損、金融商品の公正価値測定といった項目であった。（「資料編」Ｐ５４，５

５参照）

具体的な内容を見ると、有形固定資産の減価償却方法の選択や収益認識につ

いては、会計方針を決定するまでの課題であり、システム対応や現場対応等で

は煩雑を極めると考えられるが、一旦実務を確立できれば、監査人ともスムー

ズに対応できているといった意見が多かった。 

これに対し、耐用年数の見積り、社内開発費の資産化、資産の減損といった

見積りの要素が高い会計項目については、監査人との議論も容易には結論が出

ないなど、監査法人の対応や、社内での人材不足もあり、議論が長期にわたる

場合が多いという意見がみられた。 

例えば、 

・ ＩＦＲＳでは、のれんは減損の兆候が無くても毎年の減損テストが求め

られるため、減損テストのプロセスを定めるのに大変苦労した。特に資金

生成単位をどのように定めるか、どのような状況で減損を認識するかに関

し、監査法人との調整作業に時間を要した。 

といった意見があった。 

このため、こうした会計項目を巡る監査法人の対応について、企業の側から、

企業の実態に応じた柔軟な解釈や迅速かつ円滑な監査プロセスの構築を求め

る意見が多数認められた。 

・ ＩＦＲＳへの移行において、事例が少ないことを理由に、監査法人か  

らは形式的な解釈を示されることが多く、その対応に苦慮している。 

・ 監査法人が海外提携先の本部に問い合わせることが度々あったが、本部

が日本における我が業種のビジネスを全く理解していないと思う回答も

多かった。 

・ 監査法人に新たに認識した課題を相談した際、監査法人が海外提携先 

の本部に確認することが多い。本部に確認する場合には、２週間程度で回

答されるケースは早い方であり、数か月待たされることもある。 

ただし、こうした課題は、ＩＦＲＳの導入事例が増加したことで、改善しつ

つあるという意見もあった。 
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企業の側でも、ＩＦＲＳが原則主義であることを踏まえ、ビジネスモデルに

基づく会計処理のあり方を社内で十分に検討することが必要であるとともに、

企業の見解を監査法人に早期に伝達し、緊密なコミュニケーションを図ること

により、円滑な監査が行われつつあるという以下のような意見も相当数みられ

た。 

・ ＩＦＲＳは原則主義であり、企業の方針や主張が重視されるため、監査

法人と協議する際に、会計処理の背景や根拠について以前よりも入念に社

内で確認するようになった。そのうえで早めに監査法人に相談するように

なった。 

・ ＩＦＲＳに移行することにより、監査上新たに必要となる手続や確認し

なければならないデータが発生する。当社側で監査人の作業がスムーズに

進むように資料・データの提出方法を工夫すれば、監査工数を減らすこと

ができるとともに、監査人からの迅速な結論の入手に繋がると考えている。 

ＩＦＲＳのメリットを最大限に活用するためには、上記のとおり、企業の側

も自らのビジネスモデルを分析し、質の高い主張を監査法人に行うとともに、

企業・監査法人の双方に、ＩＦＲＳに精通した会計人材の裾野を広げていくこ

とが、一層の会計実務の高度化・監査対応の円滑化につながると考えられる。 

このため、企業の側では、社内研修会の実施、グループ会社への説明会の実

施、決算業務におけるＯＪＴ、外部セミナーへの参加、ＩＦＲＳを適用してい

る海外子会社からの人員受入れ、ＩＦＲＳ導入経験者の採用等、幅広い施策を

実施している。（「資料編」Ｐ５８参照）

こうした取組みを通じて、更に、会計実務の高度化・監査対応の円滑化が図

られるよう、引き続き関係者において、会計人材の裾野の拡大が図られること

が期待される。 

Ⅷ.まとめ 

ＩＦＲＳへの移行による実際のメリットについて、Ⅳ．と同様の６項目に順

位づけをする形で書面調査を実施した。回答結果としては、６０社中５４社が、

ＩＦＲＳの任意適用に際して想定していたメリットと同順位を回答しており、

ＩＦＲＳ任意適用企業の多くが、移行前に想定していたメリットを実際に享受

していると考えられる。（「資料編」Ｐ６６，６７参照）
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また、デメリットについても、移行前に想定していなかったデメリットはほ

とんどないとの回答や、日本基準からＩＦＲＳへの組替処理や複数帳簿管理な

どの負担は想定していたほどではなかった等の回答がみられた。 

このように、今回の対象企業においては、想定されたメリットを概ね享受で

きたところであり、移行に当たっての課題と認識している「特定の会計項目へ

の対応」や「人材の育成・確保」も、ＩＦＲＳ適用実例の増加に伴い、監査対

応も含めて改善に向かっている。 

以上をまとめ、今後、ＩＦＲＳ導入を検討している企業に関連して、大きく

以下の４点がポイントとして挙げられる。 

１．ＩＦＲＳ導入の最大のメリットとして、「経営管理への寄与（経営管理の

高度化）」を挙げている企業が多いこと 

これはすなわち、ＩＦＲＳの導入について、会計基準の変更という意味づ

けのみならず、企業の経営管理の高度化によって我が国企業の「競争力の強

化としてアベノミクスの『稼ぐ力』の向上に資する」（企業の回答より）と

いうような大局的な視点から、検討を進めることが重要であると認識してい

る企業が多く存在していることを意味していると考えられる。 

２．ＩＦＲＳ導入のコストは、各企業の規模・導入目的によってまちまちで  

あり、多様性があること 

ＩＦＲＳ導入のメリットとして、「経営管理への寄与」に次いで挙げられ

ていたのが、「同業他社との比較可能性の向上」や「投資家への説明の容易

さ」である。こうした場合には、システム対応においても、連結仕訳の調整

のみ、または連結仕訳の調整中心の対応も考えられ、子会社数も少なく単一

業種の企業などでは、極めて少額のコストで移行している例がみられる。各

企業においては、ＩＦＲＳへの移行にあたり自社の規模や導入目的に応じて、

効率的で柔軟なコスト対応を図ることが期待される。 

３．会計人材の裾野の拡大 

ＩＦＲＳ移行時の課題として最も多数の企業が挙げたのが「特定の会計

基準への対応」、特に見積りの要素が強い項目の会計処理であった。監査対

応上も迅速性・円滑性に欠ける面があったり、企業の側も自社のビジネス

モデルをどう会計処理するか、原則主義のＩＦＲＳの下で、練度が欠ける

とともに、ＩＦＲＳを理解できる人材の確保という問題があるとする企業

も相当数みられた。今後、こうした課題は、適用企業数の拡大により解消
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していくとは考えられるが、関係者における会計人材の裾野の拡大が一層

期待されるところである。 

４．ＩＦＲＳへの移行プロセスにあたり、他社との連携や他社事例の分析を

活用すること 

今後、導入を検討する企業に対し、導入済企業から、他社との連携や他  

社事例の分析が重要であるとの意見が数多く寄せられている。（「資料編」Ｐ

７５，７６参照）

ＩＦＲＳと日本基準との差異分析、社内体制の構築、会計項目に対する社

内の考え方の整理、監査対応、システム対応など、すべての局面で、他社事

例は参考になり、他社と連携することは効果的で円滑な移行プロセスにつな

がるという指摘がある。 

本レポートでも、様々な導入企業の事例を紹介したが、こうした事例が、

今後ＩＦＲＳの導入を検討されている企業の参考になることを期待すると

ころである。 



ＩＦＲＳ適用レポート（資料編） 
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Ⅰ.調査の経緯・目的 

 ２００９年６月に企業会計審議会から、「我が国における国際会計基準の取

扱いに関する意見書（中間報告）」が公表された。この中間報告を踏まえ２０

０９年１２月に、「企業内容等の開示に関する内閣府令」及び「連結財務諸表

の用語、様式及び作成方法に関する規則」等の内閣府令が改正され、一定の要

件を満たした会社は、２０１０年３月３１日以後に終了する連結会計年度から、

国際会計基準（ＩＦＲＳ）に準拠して作成した連結財務諸表を金融商品取引法

の規定による連結財務諸表として提出することが認められた。 

その後、企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議において、２０１１年

６月から約１年間にわたり審議を重ね、２０１２年７月、「国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）への対応のあり方についてのこれまでの議論（中間的論点整理）」（以

下「中間的論点整理」という。）を公表した。中間的論点整理では、ＩＦＲＳ

の任意適用の積上げを図りつつ、ＩＦＲＳの適用のあり方について、その目的

や我が国の経済や制度などにもたらす影響を十分に勘案し、最もふさわしい対

応を検討すべきであるとされた。 

さらに企業会計審議会では、我が国におけるＩＦＲＳの適用のあり方が継続

的に審議され、２０１３年６月に、「国際会計基準（ＩＦＲＳ）への対応のあ

り方に関する当面の方針」（以下「当面の方針」という。）が公表された。当面

の方針では、ＩＦＲＳの任意適用の積上げを図ることが重要としたうえで、Ｉ

ＦＲＳ任意適用要件の緩和、ＩＦＲＳの適用の方法及び単体開示の簡素化に関

する考え方の整理を行った。 

ＩＦＲＳの任意適用企業の拡大促進については、２０１４年６月２４日に閣

議決定された「『日本再興戦略』改訂２０１４」において、金融・資本市場の

活性化に関して新たに講ずべき具体的施策の１つとされ、「２００８年のＧ２

０首脳宣言において示された、会計における『単一で高品質な国際基準を策定

する』との目標の実現に向け、ＩＦＲＳの任意適用企業の拡大促進に努めるも

のとする。」とされた。さらに、「『日本再興戦略』改訂２０１４」では「従来

進めてきた施策に加え、ＩＦＲＳの任意適用企業がＩＦＲＳ移行時の課題をど

のように乗り越えたのか、また、移行によるメリットにどのようなものがあっ

たのか、等について、実態調査・ヒアリングを行い、ＩＦＲＳへの移行を検討

している企業の参考とするため、「ＩＦＲＳ適用レポート（仮称）」として公表

するなどの対応を進める。」とされた。 

この閣議決定に基づき、金融庁は、ＩＦＲＳの任意適用企業における課題へ

の対応やＩＦＲＳへの移行によるメリット等に関する実態調査・ヒアリングを

実施し、その結果を取りまとめて公表することとした。 
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Ⅱ.ＩＦＲＳ任意適用企業の現状等 

（１） ＩＦＲＳの任意適用企業（適用予定企業を含む。以下同じ。）は、着実

に増加している。 

    ２０１０年３月期からＩＦＲＳに準拠した連結財務諸表を金融商品取

引法による連結財務諸表として提出することが認められたが、当該期か

ら最初の任意適用企業による提出があった。 

    その後、２０１２年７月の「中間的論点整理」公表時には７社であっ

た企業数は、２０１３年６月の「当面の方針」の公表時には２０社、そ

して２０１４年６月の「『日本再興戦略』改訂２０１４」の閣議決定時に

は４４社と増加した。 

    さらに、「『日本再興戦略』改訂２０１４」の閣議決定後は、これまで

以上の増加ペースとなり、２０１５年３月３１日時点では７５社となっ

ている【図１】。 

（２） これを東京証券取引所が採用している業種別分類（３３業種）でみる

と、２０１５年３月３１日時点のＩＦＲＳ任意適用上場企業７３社は、
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２１業種にまたがっている。この特徴としては、 

   ① 業種別には、電気機器（１１社）、医薬品（１０社）、卸売業（８社）、

サービス業（７社）、情報・通信業（７社）、輸送用機器（５社）、化

学（５社）、といった業種で適用企業が多いこと 

   ② これらの業種の中で、時価総額の大きい企業が任意適用すると、他

にも任意適用する企業が増加する傾向がみられること 

   が挙げられる【表１】。 
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2% 1% 0.2%

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 0.07 0.2 0.04

（注１）上場企業を対象
（注２）ＩＦＲＳ任意適用上場企業(適用予定を含む)及び
　　　　時価総額は平成27年３月末時点。
（注３）企業名の左の数字は、業種別における時価総額の順位

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
4.5 21.8 16.4

（Ａ/Ｂ）

１３社

パルプ・紙 その他製品 電気・ガス業 海運業

２６社 １１１社 ２５社 １５社

鉱業 建設業 繊維製品

１２社 ７社 １７６社 ５６社

業種
非鉄金属

（1/36社）
陸運業

（1/65社）
不動産業

（1/116社）
IFRS任意適用企業が存在しない業種

《計１２業種》

企業名

(12)アサヒＨＤ(予定) (21)日立物流(予定) (31)トーセイ 水産・農林業

空運業
倉庫・

運輸関連
銀行業 保険業

５社 ４１社 ９３社

5.7

（Ａ/Ｂ） 16% 15% 10% 6% 3% 2%

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
32.7 70.5 8.2 6.7 27.8

(5)住友理工(予定)

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 5.2 10.7 0.8 0.4 0.8 0.1

企業名

(1)ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ
(23)すかいらーく

(4)日立製作所(予定)

(11)東芝(予定)

(12)富士通
(18)リコー
(21)セイコーエプソン
(23)コニカミノルタ(予定)

(50)日立国際電気(予定)

(55)アンリツ
(64)クラリオン(予定)

(135)日本電波工業
(160)ｽﾐﾀﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(予定)

(4)日立金属(予定) (3)ＳＢＩ　ＨＤ
(10)マネックスｸﾞﾙｰﾌﾟ

(13)日立建機(予定)

(22)ＤＭＧ森精機(予定)

(38)日立工機(予定)

16%

業種
小売業

（2/348社）
電気機器

（11/270社）
鉄鋼

（1/49社）
証券、商品先物取引業

（2/42社）
機械

（3/231社）
ゴム製品

（1/19社）

（Ａ/Ｂ） 23% 21% 20% 18% 18%

1.3

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
25.1 4.3 5.1 34.2 69.5 7.9

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 5.8 0.9 1.0 6.1 12.2

その他金融業
（2/32社）

企業名

(2)楽天
(5)電通(予定)
(6)エムスリー
(14)ディー・エヌ・エー
(19)クックパッド(予定)
(37)テクノプロHD
(49)ネクスト(予定)

(1)LIXILｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定) (1)旭硝子
(9)日本板硝子

(2)花王(予定)

(7)日東電工
(8)三菱ケミカルHD(予定）

(15)日立化成(予定)

(61)日本合成化学工業(予定）

(2)本田技研工業(予定)

(4)デンソー(予定)

(28)ケーヒン
(34)エフ･シー･シー(予定)

(51)ユタカ技研(予定)

(2)日本取引所ｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定)
(8)日立キャピタル(予定)

業種
サービス業
（7/372社）

金属製品
（1/92社）

ガラス・土石製品
（2/61社）

化学
（5/216社）

輸送用機器
（5/99社）

8.3

（Ａ/Ｂ） 66% 55% 41% 37% 29% 25%

当該業種の
時価総額合計（Ｂ）

（兆円）
28.4 23.3 2.8 52.6 26.6

(1)ＨＯＹＡ

時価総額合計（Ａ）
（兆円） 18.7 12.7 1.2 19.7 7.6 2.1

企業名

(1)武田薬品工業
(2)アステラス製薬
(3)エーザイ
(4)中外製薬
(6)小野薬品工業
(8)第一三共
(9)田辺三菱製薬(予定)

(12)参天製薬(予定)

(33)そーせいｸﾞﾙｰﾌﾟ
(38)ｼﾞｰｴﾇｱｲｸﾞﾙｰﾌﾟ(予定)

(1)三菱商事
(2)三井物産
(3)伊藤忠商事
(4)住友商事
(5)丸紅
(7)日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(予定)

(14)双日
(27)伊藤忠エネクス

(1)ＪＸﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(予定) (3)ソフトバンク
(4)ＫＤＤＩ(予定)

(5)ヤフー
(11)ネクソン
(20)コナミ(予定)

(22)伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ
(180)ホットリンク(予定)

(1)日本たばこ産業

【表1】 日本における業種別のＩＦＲＳ適用状況
IFRS任意適用企業が存在する業種　　《計２１業種》

業種
医薬品

（10/62社）
卸売業

（8/339社）
石油・石炭製品

（1/13社）
情報・通信業
（7/370社）

食料品
（1/133社）

精密機器
（1/51社）
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Ⅲ.質問・ヒアリング調査の対象・方法 

 本調査は、２０１５年２月２８日までにＩＦＲＳを任意適用した企業（４０

社）、及び同日までに日本取引所グループの適時開示情報閲覧サービス（ＴＤ

ｎｅｔ）においてＩＦＲＳの任意適用を予定している旨を公表した企業（２９

社）の計６９社（国内非上場企業２社を含む）を対象として実施した。 

 調査に当たっては、６９社全社に対してあらかじめ質問調査票を送付した。

回答を寄せた企業は６５社であった（回収率９４．２％）。また、ＩＦＲＳ任

意適用企業が有する、例えば業種ごとの問題点をより具体的に把握するため、

６５社のうち２８社に対してヒアリングを実施した。 

なお、本調査は、公益財団法人財務会計基準機構の協力を得て行った。 

     【６５社の業種別内訳】 

業種 社数 

電気機器 １１社

医薬品 ９社

卸売業 ８社

サービス業 ７社

化学 ５社

情報通信業 ５社

機械 ３社

ガラス・土石製品 ２社

証券・商品先物取引業 ２社

その他金融業 ２社

食料品 １社

ゴム製品 １社

鉄鋼 １社

金属製品 １社

輸送用機器 １社

精密機器 １社

陸運業 １社

不動産業 １社

小売業 １社

国内非上場企業 ２社

 業種は、東京証券取引所が採用している３３業種に基づく分類である。
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回答企業一覧（適用開始時期順） 

〔上場企業〕計６３社 

日本電波工業株式会社（２０１０年３月期） 

ＨＯＹＡ株式会社（２０１１年３月期） 

住友商事株式会社（２０１１年３月期） 

日本板硝子株式会社（２０１２年３月期 第１四半期） 

日本たばこ産業株式会社（２０１２年３月期） 

ＳＢＩホールディングス株式会社（２０１３年３月期 第１四半期） 

アンリツ株式会社（２０１３年３月期 第１四半期） 

株式会社ディー・エヌ・エー（２０１３年３月期 第１四半期） 

トーセイ株式会社（２０１３年１１月期 第１四半期） 

中外製薬株式会社（２０１３年１２月期 第１四半期） 

株式会社ネクソン（２０１３年１２月期 第１四半期） 

楽天株式会社（２０１３年１２月期 第１四半期） 

双日株式会社（２０１３年３月期） 

マネックスグループ株式会社（２０１３年３月期） 

ソフトバンク株式会社（２０１４年３月期 第１四半期） 

丸紅株式会社（２０１４年３月期 第１四半期） 

旭硝子株式会社（２０１３年１２月期） 

株式会社すかいらーく（２０１３年１２月期） 

アステラス製薬株式会社（２０１４年３月期） 

伊藤忠商事株式会社（２０１４年３月期） 

伊藤忠エネクス株式会社（２０１４年３月期） 

小野薬品工業株式会社（２０１４年３月期） 

そーせいグループ株式会社（２０１４年３月期） 

第一三共株式会社（２０１４年３月期） 

武田薬品工業株式会社（２０１４年３月期） 

三井物産株式会社（２０１４年３月期） 

三菱商事株式会社（２０１４年３月期） 

株式会社リコー（２０１４年３月期） 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（２０１５年３月期 第１四半期） 

エーザイ株式会社（２０１５年３月期 第１四半期） 

エムスリー株式会社（２０１５年３月期 第１四半期） 

セイコーエプソン株式会社（２０１５年３月期 第１四半期） 

日東電工株式会社（２０１５年３月期 第１四半期） 
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富士通株式会社（２０１５年３月期 第１四半期） 

テクノプロ・ホールディングス株式会社（２０１４年６月期） 

ＤＭＧ森精機株式会社（２０１５年１２月期 第１四半期） 

クックパッド株式会社（２０１５年１２月期 第１四半期） 

クラリオン株式会社（２０１５年３月期） 

コナミ株式会社（２０１５年３月期） 

コニカミノルタ株式会社（２０１５年３月期） 

参天製薬株式会社（２０１５年３月期） 

株式会社デンソー（２０１５年３月期） 

株式会社電通（２０１５年３月期） 

株式会社日本取引所グループ（２０１５年３月期） 

株式会社日立製作所（２０１５年３月期） 

日立化成株式会社（２０１５年３月期） 

日立キャピタル株式会社（２０１５年３月期） 

日立金属株式会社（２０１５年３月期） 

日立建機株式会社（２０１５年３月期） 

日立工機株式会社（２０１５年３月期） 

株式会社日立国際電気（２０１５年３月期） 

株式会社日立ハイテクノロジーズ（２０１５年３月期） 

株式会社日立物流（２０１５年３月期） 

花王株式会社（２０１６年１２月期 第１四半期） 

住友理工株式会社（２０１６年３月期 第１四半期） 

株式会社ホットリンク（２０１５年１２月期） 

株式会社ネクスト（２０１６年３月期） 

株式会社ＬＩＸＩＬグループ（２０１６年３月期） 

田辺三菱製薬株式会社（２０１７年３月期 第１四半期） 

日本合成化学工業株式会社（２０１７年３月期 第１四半期） 

株式会社三菱ケミカルホールディングス（２０１７年３月期 第１四半期） 

スミダコーポレーション株式会社（２０１７年１２月期 第１四半期） 

株式会社東芝（２０１７年３月期） 

〔非上場企業〕計２社 

株式会社ダイナムジャパンホールディングス 

ＳＢＩ ＡＸＥＳ株式会社 
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質問調査票における質問項目 

１．ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由・経緯 

⑴ 任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主なメリット 

  ① 海外子会社等が多いことから、経営管理に役立つ。 

  ② 同業他社との比較可能性の向上に資する。 

  ③ 海外における資金調達の円滑化に資する。 

  ④ 他の会計基準に比べて、ＩＦＲＳの方が自社の業績を適切に反映する。 

  ⑤ 海外投資家に説明がしやすい。 

⑥ その他 

⑵ 財務諸表において重視している数値（例：純利益、包括利益） 

⑶ 上記⑴①～⑥のうち、選択したものについてその理由 

⑷ ＩＦＲＳへの移行を具体的に提案した主体（例：ＣＥＯ、部署等） 

⑸ ＩＦＲＳへの移行に反対する意見はあったか。あった場合、反対意見を述

べた主体及びその理由 

⑹ 上記⑷、⑸を踏まえ、どのようにＩＦＲＳの適用に至ったか。 

２．ＩＦＲＳへの移行準備・移行コスト 

⑴ 「ＩＦＲＳへの移行」（社内のキックオフ・ミーティングからＩＦＲＳに

よる有価証券報告書の開示まで）に要したおおよその期間 

⑵ 以下の業務ごとに要したおおよその期間 

 ① 会計基準の差異分析 

 ② システム対応 

 ③ 財務諸表一式の作成（テスト段階） 

 ④ 内部統制の構築 

 ⑤ その他

⑶ 「ＩＦＲＳへの移行」にあたって、構築した社内体制（例：ワーキンググ

ループ、ＩＦＲＳ対応室等） 

初期（経理部門を中心したアクションプランの作成等）、中期（経理部門

以外の事業部門や外部業者との連携）、後期（ＩＦＲＳによる財務諸表の作

成・開示）等、企業の実情に応じて区分した期間ごとの概要 

⑷ 外部アドバイザー（例：他の監査法人、コンサルティング会社）の利用状

況（利用した会社等の名称、依頼した業務の内容） 

⑸ 「ＩＦＲＳへの移行」に直接要したコストの概算額 

① 外部アドバイザー（例：他の監査法人、コンサルティング会社） 

② 監査法人（通常の監査報酬を除く） 
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③ 会計システムの導入又は更新 

④ その他 

⑹  ＩＦＲＳ適用後における定常状態に移行した後のランニング・コストの内

容及び概算額。また、移行前における同様のコストとの相違（内容及び概算

額）（例：外部アドバイザーや監査法人に対する費用、システムの改修費用

等） 

３．ＩＦＲＳ移行時の課題をどう乗り越えたか 

⑴ ＩＦＲＳの移行時における主な課題 

  ① 特定の会計基準への対応 

  ② 会計システムの導入又は更新 

  ③ 内部統制の構築 

  ④ 人材の育成、確保 

⑤ その他 

⑵ 上記⑴①～⑤のうち、選択したものについて課題の内容及びその対処 

４．監査対応 

ＩＦＲＳに係る監査対応について、移行前に使用していた会計基準に係る

監査対応との比較において、 

⑴ 課題があった場合又はある場合の内容及びその対処 

⑵ 改善された面がある場合の内容

５．移行によるメリット 

⑴ ＩＦＲＳへの移行による実際の主なメリット 

 ① 海外子会社等が多いことから、経営管理に役立つ。 

 ② 同業他社との比較可能性の向上に資する。 

 ③ 海外における資金調達の円滑化に資する。 

 ④ 他の会計基準に比べて、ＩＦＲＳの方が自社の業績を適切に反映する 

 ⑤ 海外投資家に説明がしやすい。 

 ⑥ その他 

⑵ 上記⑴①～⑥のうち、選択したものについてメリットの内容 

６．ＩＦＲＳ移行によるデメリット 

⑴ ＩＦＲＳへの移行による実際のデメリットの有無。デメリットがあった

場合の内容 
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⑵ ⑴のうち、移行前に想定していなかったデメリット 

⑶ ⑴のうち、移行前に想定していたほどではなかったデメリット 

⑷ デメリットを軽減するために行った工夫 

７．要望 

ＩＦＲＳに関連する要望 

 ① ＩＦＲＳに関するＩＡＳＢやＡＳＢＪに対する要望 

 ② 金融商品取引法に基づく開示制度に関する金融庁への要望 

 ③ 監査人に対する要望 

 ④ アナリスト等の財務諸表利用者に対する要望 

 ⑤ その他 

８．その他 

ＩＦＲＳの任意適用を検討している会社へのアドバイス（例：同業他社との

連携を図ってはどうか等） 
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Ⅳ.調査結果

 質問調査及びヒアリング調査については以下のとおり。 

１. ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由・経緯 

（１） 任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主なメリット 

この質問項目では、ＩＦＲＳ任意適用企業に対して、ＩＦＲＳの任意適用を

決定した理由又は移行前に想定していた主なメリットについて、次の項目から

選択のうえ順位付けを依頼し、その理由について質問した。 

① 海外子会社等が多いことから、経営管理に役立つ。 

② 同業他社との比較可能性の向上に資する。 

③ 海外における資金調達の円滑化に資する。 

④ 他の会計基準に比べて、ＩＦＲＳの方が自社の業績を適切に反映する。 

⑤ 海外投資家に説明がしやすい。 

⑥ その他 

この質問項目については６５社から回答を入手した。 

次の【表２】は、ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由又は移行前に想定して

いた主なメリットとして１位に順位付けした項目別の回答数を示している。 

【表２】ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主なメ

リットとして１位に順位付けした項目別の回答数 

項目 回答数 

①経営管理への寄与 ２９社

②比較可能性の向上 １５社

③海外投資家への説明の容易さ ６社

④業績の適切な反映 ６社

⑤資金調達の円滑化 ５社

⑥その他 ４社

① 経営管理への寄与 

 ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主なメリット

として、「経営管理への寄与」を挙げた企業は、海外子会社等を含めた企業グル

ープの経営管理上の「モノサシ」を揃え、事業セグメントごと、地域セグメン

トごと等の正確な業績の測定及び比較を行うことにより、適切な経営資源の配
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分及び正確な業績評価の実施に資することを挙げていた。これらの企業は幅広

い業種にわたっており、海外子会社を多数保有し、グローバルに事業を展開し

ている企業が多かった。 

この点に関する主なコメントは次のとおりであった。 

  海外子会社が多く、同じ製品を複数の拠点で製造・販売していることから

業務の効率性を比較するためには、共通の「モノサシ」で業績の認識・測定

がなされないと公正に評価できない。（精密機器） 

  各地域の子会社から決算データの一次情報である試算表をＩＦＲＳベー

スで収集し、連結グループ全体をあたかも「一つの会社」とみなして決算を

締めることにより、各社の棚卸資産やキャッシュ・フローの変動から事業上

の課題を早期に発見し、財務の透明性・ガバナンスを高めることが目的であ

る。ＩＦＲＳを適用した結果、当社の企業競争力が強化されることが移行の

目的であり、その点はアベノミクスの「稼ぐ力」という考え方に適うものと

考えている。（電気機器） 

  多数の海外子会社を有するなか、従来は、各社の経営管理上の財務数値は

ローカルな会計基準に基づいて作成していたため、ＩＦＲＳの適用を通じて

経営管理上の「モノサシ」を一つにすることをメリットとして想定した。（電

気機器） 

  海外に多数の子会社等を抱え、その約半数がＩＦＲＳを採用可能な国に所

在している当社にとって、当時既に１００か国以上で使用され、会計基準の

スタンダードとしての地位を確立しつつあったＩＦＲＳを選択することは

極めて自然な流れであった。ＩＦＲＳを採用することにより、共通の「モノ

サシ」で子会社の経営管理から連結グループの経営管理まで一気通貫で実施

できる点が、最大のメリットと考えている。（卸売業（商社）） 

  従来、海外子会社における会計処理を検討する際には、事前に本社へ相談

することを求めていたが、実際は現地の監査法人と相談することが多く、結

果としてグループ間で会計処理にばらつきが生じていた。また、減価償却資

産の耐用年数のように、別々の基準で算出された計数をグループ間で比較す

る意義が乏しいと感じていた。このような経営管理上の課題を認識し克服す

るため、ＩＦＲＳの適用の検討を開始した。（電気機器） 

  減価償却方法や引当金の計上時期など、各子会社が異なる会計基準を適用

していることについて、ＩＦＲＳの適用前からトップマネジメントが月次の

業績検討会等を通して大きな問題意識を持っており、日本基準の下で統一で

きる部分は対応してきていた。そのため、日本においてＩＦＲＳの任意適用

の議論が始まった際にすぐに検討を開始した。（ガラス・土石製品） 

  当社は世界各地に２００社弱の子会社があり、連結ベースの経営管理を統
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一したいというニーズがあった。従前は、現地基準で作成された各子会社の

決算書をベースに、日本基準上、最低限必要な調整を行って連結決算を行っ

ていた。ＩＦＲＳに会計基準を統一することにより、管理会計上、事業別で

も地域別でも同じ「モノサシ」で業績を測定できる。（輸送用機器） 

 また複数の回答企業は、ＩＦＲＳへの移行を通じてさらに踏み込んだ経営管

理の高度化を目指すことを挙げていた。具体的なコメントは次のとおりであっ

た。 

  これまでは、グローバルベースという観点のみならず、事業ごと、地域ご

とという観点からも、子会社のコントロールが十分にできていなかった。Ｉ

ＦＲＳを用いて、各事業を縦軸、会計・資金・税務などの機能を横軸として

整理し、上流から下流まで全体を通して経営管理を行うことが重要と考えて

いる。（電気機器） 

  ＩＦＲＳの導入は、財務会計の対応だけに限らず経営管理の「モノサシ」

を統一し、そのことにより経営管理の高度化を図るプロジェクトとしてスタ

ートした。プロジェクトの目的は、会計基準の変更ではなく経営管理の強化

であった。（精密機器、輸送用機器） 

  ＩＦＲＳへの移行を通じて、当社の経営管理をより高度化させたいと考え

ている。１つの例がＩＦＲＳにおける返品の取扱いである。ＩＦＲＳでは、

返品が見積り可能であれば売上から控除する必要があるが、本来は返品が発

生しないように企業として取り組むべきである。これはサプライチェーンに

おける売上の精度アップにつながり、当社の経営管理に資することにもな

る。（化学） 

  経営管理の観点から、異なる会計基準による業績評価やグループ会社間の

決算期のずれについて特に問題意識があり、ＩＦＲＳ導入を一つの材料とし

て経営管理体制の強化に着手することにした。今後は基本的にＩＦＲＳをベ

ースとした全社的経営管理体制に移行し、予算もＩＦＲＳベースで管理する

予定である。（金属製品） 

  親会社と子会社の会計基準が異なっている状況においては、グループレベ

ルの意思決定や、各子会社の経営陣の業績評価に問題が生じうる。 

Ｍ＆Ａの実行に関する意思決定や予算の策定、経営目標の設定などにおい

ては、関係者全員が同一のルールに基づき理解し評価できるＩＦＲＳが適し

ていると考えた。（電気機器） 
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回答企業１社からは、子会社の事業内容に関する理解が深まり、管理体制が

強化されたというコメントが聞かれた。具体的なコメントは次のとおりであっ

た。 

  グループで会計基準を共通化するために、実際に現地の子会社でヒアリン

グを行って事業内容や取引内容の理解を深める必要があった。これにより親

会社から子会社に対するモニタリングの質が高まり、管理体制の強化につな

がっていると考えている。日本基準の下ではこのような深度ある検討はなさ

れなかった。（証券・商品先物取引業） 

 さらに、従来、米国会計基準を適用していた企業からは、ＩＦＲＳの適用に

よる作業の効率化及び経営陣への報告の早期化に関する期待についてコメント

が聞かれた。具体的には、従来、子会社が現地基準により作成した財務数値を

本社が米国会計基準に組み替えていたため、本社における作業負担が重く、経

営陣への報告に時間を要していた。しかしながら、ＩＦＲＳへの移行に伴い、

各子会社がＩＦＲＳに基づく財務数値を本社に報告することにより、本社にお

ける作業が軽減され、その結果、経営陣への報告までの期間が短縮されるとい

う期待である。主なコメントは次のとおりであった。 

  期末後の経営層への報告について、従来は本社において米国会計基準への

煩雑な修正仕訳が必要であったため時間がかかっていたが、その短縮化が図

れることを期待した。（電気機器） 

  連結決算の取りまとめにおいて、子会社等から必要な情報を入手したうえ

で、本社側で米国会計基準へ組み替えていたが、その作業の効率化が課題で

あったことがＩＦＲＳへの移行を決定した大きな理由である。（卸売業（商

社）） 

② 比較可能性の向上 

 「比較可能性の向上」を挙げた企業には、（a）海外の同業他社との比較可能

性の向上を目指す企業と（b）国内の同業他社との比較可能性の向上を目指す企

業の２通りがあった。 

 （a）海外の同業他社との比較可能性の向上を挙げていた企業は、食料品等、

医薬品、サービス業などの業種において認められた。主なコメントは次のとお

りであった。 

  当社の株主は、約３割を外国人投資家が占めている。また、競合相手は世

界各地に存在するが、一番の競合相手は欧州メーカーになる。投資家が当社

を同業他社と比較する上でも、当社が自社と競合他社を比較する上でも、Ｉ

ＦＲＳを導入することにより比較可能性が高まる。（輸送用機器） 
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  大手の同業他社はいずれも欧米に存在し、ＩＦＲＳ又は米国会計基準を採

用しているという状況において、同業他社との財務諸表の比較可能性を確保

することが非常に重要と考えている。（食料品等） 

  グローバル展開をしており海外売上も大きいことから、ＩＦＲＳへの移行

は海外の同業他社との比較可能性の向上なども含めてメリットと考えられ

た。ＩＦＲＳへの移行にあたっては、国内の同業他社との情報交換も行いな

がら検討を進めた。（医薬品） 

 一方、（b）国内の同業他社との比較可能性の向上を挙げていた企業は、卸売

業（商社）、医薬品の業種の企業において認められた。主なコメントは次のとお

りであった。 

  国内の同業他社が先にＩＦＲＳに移行し、他の同業他社も追随する動きが

あり、マーケットから同一業種における比較可能な財務情報の開示の期待が

あった。（卸売業（商社）） 

③ 海外投資家への説明の容易さ 

 「海外投資家への説明の容易さ」を挙げた企業の主なコメントは次のとおり

であった。 

  ＩＦＲＳ適用前は海外投資家に対して、日本基準とＩＦＲＳの差異を説明

することに時間を費やしていた。例えば、日本基準において、債権の流動化

によるオフバランス項目など財務諸表本表に反映されていない項目につい

て海外投資家に理解してもらうことは難しかった。また、１つ差異があると、

他にも差異があるのではないかと疑問を持たれてしまう状況であった。（情

報・通信業） 

  海外投資家に説明する際に、常にＩＦＲＳとの差異を意識して説明してい

た。ＩＦＲＳに移行したことにより、有価証券報告書のために作成した財務

諸表をそのまま用いて説明することができるようになり、利便性が高まると

考えた。（証券・商品先物取引業） 

  当社は外国人株主の比率が高いため、海外投資家への説明にあたり、説明

担当者からＩＦＲＳへの移行が望ましいという意見があり、ＩＦＲＳの適用

を検討することとなった。（サービス業） 

④ 業績の適切な反映 

 「業績の適切な反映」を挙げた企業は、のれん、収益認識及び有給休暇引当

金の会計処理について、ＩＦＲＳの方が自社の業績を適切に反映していると回
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答した企業があった。主なコメントは次のとおりであった。 

  当社は積極的にＭ＆Ａを行っているが、企業の価値を適切に評価して買収

しているにもかかわらず、初年度からのれんの償却費を計上することには納

得できないという経営トップの意向があった。のれんを償却しなくても、子

会社の事業内容や状況を相当程度理解したうえで、毎期厳密に減損テストを

実施していることから、ＩＦＲＳにおけるのれんの会計処理（非償却・減損

のみ）はＭ＆Ａの実態をより適切に反映すると考えている。（情報・通信業、

証券・商品先物取引業）  

  ＩＦＲＳの適用により業績が適切に反映されたと感じたのは、期間損益が

適正化された点である。具体的には、フリーレント期間を含めたリース期間

にわたっての収益認識、棚卸資産における借入コストの資産化、借入手数料

の期間に応じた費用処理という点が挙げられる。（不動産業） 

  当社は派遣・請負事業を営んでいるため、会社の規模に比して従業員数が

多く、有給休暇引当金が財政状態や経営成績に大きな影響を与える。ＩＦＲ

Ｓでは、有給休暇引当金を財務諸表に計上することによって、当社グループ

の財政状態及び経営成績を適切に表示できた。（サービス業） 

⑤ 資金調達の円滑化 

 「資金調達の円滑化」を挙げた企業の主なコメントは次のとおりであった。 

  ＩＦＲＳを適用することにより、海外における資金調達において財務諸表

をそのまま活用できることになるのは効率的であり、かつ、投資家の信頼性

も高まることによって資金調達の選択肢が広がり、資金調達コストの軽減に

つながると考えた。（証券・商品先物取引業） 

  ＩＦＲＳの適用により、制度開示で使用している決算を利用して海外市場

で資金調達を行うことが容易となる。資金調達にあたって追加の業務負担が

軽減され、より機動的な資金調達が可能となる。また、日本基準を適用して

いる時よりも国際的な市場での受入先が広がることにより、資金調達手段の

多様化を促進し、調達する市場だけでなく、募集に応じる投資家の多様化を

図ることができる。実際、ＩＦＲＳに基づいて作成された財務諸表を、ほぼ

そのまま使って海外の債券市場で米ドル建社債を発行することができた。

（食料品等） 

 なお、回答企業のうち３社はＩＦＲＳに基づく財務諸表により、シンガポー

ル、香港、韓国に上場した。 
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⑥ その他 

 上記①から⑤以外に、「国際的な信用力の向上・補完」や「ＩＦＲＳの任意適

用を行っている親会社との二重決算の解消」などを挙げた企業が４社あった。 

（２） 財務諸表において重視している数値 

この質問項目では、ＩＦＲＳに基づいて作成された財務諸表において重視し

ている数値（指標）について質問を実施した。回答は自由回答であり、複数回

答を可とした。回答の状況は、次の【図２】のとおりであった。 

【図２】ＩＦＲＳ財務諸表において重視している数値 

業種を問わず、全ての企業が損益計算書項目のいずれかの指標を重視してお

り、その中でも特に純利益を重視している企業が最も多かった。包括利益を重

視していると回答した企業は１社あったが、併せて売上高や純利益も挙げてい

た。 

 また、経営管理において、財務諸表に計上された営業利益ではなく、一定の

調整を加えた営業利益（調整後営業利益）を重視しているとした企業が１１社

あった。調整後営業利益については、ＥＢＩＴＤＡを重視している企業のほか、

非経常項目のみを調整した利益や買収に係る無形資産の償却費を調整した利益

を重視している企業もあった。 

 その他の項目としては、フリー・キャッシュ・フローや営業キャッシュ・フ

ローなどのキャッシュ・フローに関連する項目のほか、自己資本利益率（ＲＯ

13

32

9

26

1

23
5

9

2

20

6

売上高 営業利益 調整後営業利益 純利益 包括利益 その他

非製造業

製造業

回答社数：６５社 総回答数：１４６
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Ｅ）や総資産利益率（ＲＯＡ）などが挙げられていた。 

 一般的にＩＦＲＳは貸借対照表や包括利益を重視していると言われることが

あるが、ＩＦＲＳを適用している企業の多くは、実際には損益計算書項目（特

に純利益）を重視していると考えられる。 

（３） ＩＦＲＳへの移行プロセス 

この質問項目では、ＩＦＲＳを適用するに至った過程において、ＩＦＲＳへ

の移行を具体的に提案した主体、ＩＦＲＳへの移行に反対する意見の有無及び

反対理由などについて質問を実施した。 

 ＩＦＲＳへの移行を具体的に提案した主体については、６５社から回答を得

た。回答の状況は次の【図３】のとおりであった。 

【図３】ＩＦＲＳへの移行を具体的に提案した主体 

 ＩＦＲＳへの移行については、ＣＥＯ、ＣＦＯからのトップダウンにより意

思決定を行っているケースと、経理部門からのボトムアップが契機となってい

るケースが、ほぼ同数であった。 

 ＩＦＲＳの導入推進については、複数の企業から、経営トップの関与が重要

であるとするコメントが聞かれた。 

  海外での資金調達を経営陣が決定し、これを実現するために、ＩＦＲＳの

適用が指示された。（不動産） 

  子会社のメンバーを巻き込んで実施することには苦労した面もあるが、経

回答社数：６５社

ＣＥＯ

13社（20％）

CFO

18社（28%）

経理部門

32社（49％）

その他

2社（3％）



35 

営者によるトップダウン方式でＩＦＲＳ導入を進められたことが大きかっ

た。（医薬品） 

  企業によって置かれた状況や経営スタイル等に違いはあると思うが、でき

るだけ効率的にＩＦＲＳへの移行を図るためには、経営トップレベルのプロ

ジェクトへの十分な関与とトップダウン的なアプローチが肝要と考える。

（ガラス・土石製品） 

 また、経理部門からのボトムアップが契機となっているケースのコメントは

次のとおりであった。 

  経理部門が、執行会議及び経営会議にＩＦＲＳ移行を提案し、最終的には

社外取締役や社外監査役を含む取締役会において承認された。（化学）

  経理部門が、経営陣にＩＦＲＳ移行を提案し、承認を得た。経営陣は、日

本基準やＩＦＲＳなどグループ会社により異なる会計基準を適用している

ことの業績管理上の弊害について理解しており、ＩＦＲＳ移行に納得し積極

的であった。（ガラス・土石製品）

  経営の重要なインフラである会計基準をＩＦＲＳに変更することの目

的・必要性を明確にし、功罪を比較・検討した。その結果を経営陣に複数回

説明し、ＩＦＲＳへの移行の承認を得た。（化学）

 さらに、経営トップや経営部門だけでなく、事業部門も含め全社的な取組み

が重要であるという点について次のとおりコメントが聞かれた。 

  「連結経営の深化」を経営課題として認識しており、当初よりＩＦＲＳ導

入プロジェクトを経理部門のみではなく、全社プロジェクトとして位置づけ

た。（卸売業（商社）） 

  子会社の実務担当レベルでは会計基準の変更に対する抵抗があり、対応が

消極的なケースがあったため、具体的なプロジェクトの手順を提示しなが

ら、ＩＦＲＳ移行プロジェクトへの参加を促した。親会社のプロジェクトチ

ームが積極的に動いて関連部署を巻き込んで行くことが必要である。（証

券・商品先物取引業） 

  経営陣からのトップダウン方式で方針を策定し、実施する必要があるが、

その際には事業部門の声を吸い上げることが肝要と考える。（卸売業（商社））

  ＩＦＲＳへの調整を本社経理部門が連結修正だけで行う方法もあるが、当

社にはそぐわないと考え、子会社を含む全社的なプロジェクトとして行っ

た。ＩＦＲＳの基準に関する解釈は本社経理部門が中心となって行ったが、

グループ会計方針書の作成は、早い段階から各社の事業部門のメンバーも巻

き込んで行った。（医薬品）  
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ＩＦＲＳへの移行に反対する意見の有無について、ほとんどの回答企業は、

社内に反対意見はなかったと回答していたが、７社は反対意見があったと回答

した。主な反対意見及びその反対意見への対応としては次の【表３】のとおり

であった。 

【表３】主なＩＦＲＳの移行に関する反対意見及びその反対意見への対応 

反対意見 反対意見への対応 

① 金融商品取引法上の単体財務諸表

や法人税法上の申告書においてはＩ

ＦＲＳが認められていないため、関

連部署から単一の会計基準で財務諸

表を作成できないことによる負担の

増加が危惧された。（サービス業） 

トップの強い意思によりプロジェク

トチームが組成され、短期間でＩＦＲ

Ｓへの移行が決定された。 

② 人的リソースの逼迫は、企業の間

接部門が抱える恒常的な問題であ

り、ＩＦＲＳプロジェクトは大掛か

りとなるため、社内の様々な部門か

ら懸念が示された。また、一部の経

営陣から、米国会計基準からＩＦＲ

Ｓへ変更する必要性にも懸念が示さ

れた。（卸売業（商社）） 

「連結経営の深化」を経営課題とし

て認識しており、当初よりＩＦＲＳ導

入プロジェクトを経理部門のみのもの

とせず、全社プロジェクトとして位置

づけたことが奏功した。反対意見に対

して丁寧に説明を行い、経営陣の一部

をはじめとする関係者に納得してもら

った。 

③ 国内の事業部の中にある経理部門

や国内上場子会社から、費用対効果

への懸念、ＩＦＲＳと日本基準によ

る業績の二重管理の負荷への懸念が

聞かれた。（電気機器） 

ビジネスの様々なルールをグローバ

ルに統一するうえでＩＦＲＳの適用が

必要不可欠であることを繰り返し伝え

ると同時に、ビジネスの実態や重要性

の判断を踏まえてＩＦＲＳへの組替が

必要最小限となるように監査法人と調

整し、実務への負荷を軽減した。 

④ ほとんどの事業が国内で行われて

いる状況において、特に営業部門か

らＩＦＲＳに移行する必要性に関す

る疑問が多く聞かれた。（卸売業（商

社）） 

営業部門に対して、ＩＦＲＳの適用

がグローバル展開の推進に資すること

などを丁寧に説明し、理解を得た。 

⑤ プロジェクト開始当時は、まだ制

度としてＩＦＲＳの任意適用が認め

られておらず、本社財務部門の要望

子会社が多く、同じ製品を複数の拠

点で製造・販売していることから、各

拠点の業績を公正に評価するためには



37 

でしかなかったことから、各事業部

から反発があった。（精密機器） 

同じ「モノサシ」が必要であることを

説明した。また、移行に向けたバック

アップ体制を本社から示し、各事業部

の不安を和らげながら、適用を進めた。

⑥ ＩＦＲＳ移行の決定時に社外取締

役から、他の経営課題との優先順位

を考慮すると、導入を急ぐ必要はな

い旨の発言があった。（化学） 

導入時期については、社内の経営課

題全般を考慮に入れた優先順位や現在

の中期計画が終了し次期中期計画を策

定するタイミングをみて決定した。 

⑦ 外部のコンサルティング会社や監

査法人に掛かる導入費用が高すぎる

との意見があった。（サービス業） 

ＩＦＲＳ導入経験者を採用すること

により、導入期間を短縮して費用を圧

縮した。 

 主に、経理部門以外の事業部門（営業部等）からの懸念が示された際、①の

ようにトップの強い意向により説得されるケースもあるが、多く（②～⑤）は、

ＩＦＲＳの採用が経営管理上、どのようなメリットがあるかを説明し、事業部

門を巻き込んだプロジェクトとしており、そうした取組みがＩＦＲＳへの円滑

な移行を進める上で重要と考えられる。なお、⑥や⑦のような導入時期やコス

トに対する懸念についても、上記のような対応が有効であると考えられる。 
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２. ＩＦＲＳへの移行準備・移行コスト 

（１） ＩＦＲＳへの移行期間（全体） 

この質問項目では、プロジェクトの開始から終了までの期間を把握するため

に、社内のキックオフ・ミーティングからＩＦＲＳによる有価証券報告書の開

示までに要したおおよその期間及びその内訳について質問を実施し、６１社か

ら回答を得た。移行期間の売上規模別の状況は次の【図４】のとおりであった。 

【図４】ＩＦＲＳへの移行期間別の企業数（売上規模別） 

 移行期間の平均年数は３年８か月であった。比較的短期間で移行した企業に

ついて、移行期間が１年未満の企業が４社、１年以上２年未満の企業が９社で

あった。この１３社には、サービス業、情報・通信業、小売業などが含まれて

いる。また、この１３社のうち、売上高１千億円未満の企業は８社、売上高１

千億円以上５千億円未満の企業は５社であった。 

比較的短期間でＩＦＲＳに移行できた企業は、規模が相対的に小さくかつ単

一事業である傾向がみられた。このような企業は、会計処理の変更項目が少な

く、連結仕訳において特定項目を調整するだけで済むため大規模なシステムの

改修が不要であった。その他、経営幹部の意向の強さや、予算の裏付けなどが

短期間でのＩＦＲＳへの移行に繋がるケースがあった。 

2

6

1 2

2

3

4 3

2

74

5

3 2

6

7

2

1年未満 １年以上

2年未満
2年以上
3年未満

3年以上
4年未満

4年以上
5年未満

5年以上
6年未満

6年以上

1兆円以上

5千億円以上
1兆円未満

1千億円以上
5千億円未満

１千億円未満

回答社数：６１社

（回答）

売上高
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 一方、比較的長期間で移行した企業について、移行期間が５年以上６年未満

の企業は１９社、６年以上の企業は２社であった。この２１社には、卸売業（商

社）、化学、電気機器などが含まれている。また、この２１社には、売上高１千

億円未満の企業はなく、１千億円以上５千億円未満の企業が７社、５千億円以

上１兆円未満の企業が５社、１兆円以上の企業が９社であった。 

移行に比較的長期間を要した理由としては、幅広い事業を展開していること

から会計処理の変更項目が多く、またその対応としてシステムの改修が必要と

なったことが挙げられる。なお、移行期間が６年以上と回答した２社について

は、他のプロジェクトにリソースが割かれたため、ＩＦＲＳへの移行のための

業務を中断しており、その期間が含まれている。 

（２） 業務別の移行期間 

この質問項目では、ＩＦＲＳプロジェクトにおける①会計基準の差異分析、

②システム対応、③財務諸表一式の作成（テスト段階）、④内部統制の構築、⑤

その他の業務ごとに要した期間について質問を実施した。 

なお、上記「（１）ＩＦＲＳへの移行期間（全体）」に回答した企業のうち、

一部の企業は業務ごとの移行期間については回答しなかった。また、同一時期

に複数の業務を並行的に行っている場合があるため、回答において業務別の移

行期間の合計と全移行期間が一致しない場合がある。 

① 会計基準の差異分析 

会計基準の差異分析に要した期間については、５８社から回答を入手した。

会計基準の差異分析に要した期間の平均年数は１年５か月であった。また、会

計基準の差異分析期間の売上規模別の状況は次の【図５】のとおりであった。 
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【図５】会計基準の差異分析に要した期間別の企業数（売上規模別） 

（会計基準の差異分析に要した期間） 

会計基準の差異分析に要した期間は、企業の規模や事業の多様性と関連して

いると考えられる。規模が相対的に小さく単一事業の場合には、差異分析に要

した期間は比較的短期であり、一方、規模が大きく、多様な事業を展開してい

る企業においては、検討すべき項目が多いため、差異分析に要した期間が比較

的長期であった。 

（グループ会計方針書の作成） 

 規模が大きく、多様な事業を展開している企業の中には、プロジェクトの比

較的早い段階でグループ会計方針書の作成に着手していた企業があった。これ

は、グループ会計方針書の作成段階で子会社等の意見を反映させ、また、完成

したグループ会計方針書をグループ各社に周知・徹底するための十分な期間を

確保する必要があったためである。 

一方、日本基準との差異が少ないため、ＩＦＲＳ向けの正式なグループ会計

方針書を作成し直す必要がなかった企業もあった。 

このように各社の置かれた状況に応じた適切な時期にグループ会計方針書の

作成が行われていた。 

グループ会計方針書の作成に関連して聞かれた主なコメントは次のとおりで

あった。 
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1年未満 1年以上
2年未満

2年以上
3年未満

3年以上

1兆円以上

5千億円以上
1兆円未満

１千億円以上

5千億円未満

１千億円未満

回答社数：５８社



41 

（グループ会計方針書を作成した事例） 

  親会社が作成するＩＦＲＳに基づくグループ会計方針書は、海外子会社に

とっても納得感のあるものとする必要があるため、基準ごとに親会社で事前

にドラフトを作成し、これを海外子会社の確認を経て最終化する方法を採用

した。（電気機器） 

  プロジェクトを開始して概ね１年経過後に、グループ会計方針書のドラフ

トを作成し、早い段階でグループにドラフトを提示することにより、グルー

プ関係者が実務をイメージすることができたため、この方法は有効であった

と考えている。その後１年程度かけて検討したうえで完成させた。（卸売業

（商社）） 

  プロジェクト開始後、約 1年半かけてマニュアルのドラフトを日本語版と

英語版で作成し、その後 1年程度かけて調整作業を行い、完成版を全社に配

布した。また、主要グループ会社については、別途、個別に説明を行った。

（医薬品） 

  グループ会計方針書及びその細則の策定に３年ほど要したが、前半の１年

半ではグループ会計方針書を整備し、後半の１年半では細則を整備した。こ

れらが完成した後にグループ会社にＩＦＲＳ対応の説明に回った。この説明

については、プロジェクトが終了するまで継続的に実施した。（卸売業（商

社）） 

  グループ会計方針書の策定に当たっては、プロジェクト推進室の中でテー

マごとに担当を決め、実際に開示を行う２年前であるＩＦＲＳ移行日までに

策定した。ＩＦＲＳ移行日以降、グループ各社からのフィードバックを受け、

会計方針書の更新を行っている。（輸送用機器） 

  グループ会計方針書について、当初は日本語版、英語版のほかに中国語版

及びタイ語版を用意した。しかし、その後、中国語版及びタイ語版は更新が

できず、廃止した。更新していくことを考慮すれば、むやみに対応言語を増

やせばよいということではない。（精密機器） 

  グループ会計方針書に関しては、国内外の子会社等に対して、説明会を

度々実施してＩＦＲＳへの理解を深めてもらうようにした。また、子会社等

への教育ツールとして、グループ会計方針書等に加えて動画等も準備して教

育普及に努めた。（卸売業（商社）） 

（グループ会計方針書を作成しなかった事例） 

  ＩＦＲＳ移行年度においては、ＩＦＲＳ対応チームにおいてのみ作業した

ため、社内の関連部署には作業を依頼しなかった。その後、関連部署に作業

を依頼するように変更したが、その都度、関連部署とコミュニケーションを



42 

図ることにより対応した。（不動産業） 

② システム対応 

 システム対応に要した期間については、５８社から回答を入手した。その平

均期間は１年４か月であった。また、システム対応期間のＩＦＲＳ全移行期間

別の状況は【図６】のとおりである。 

【図６】システム対応に要した期間別の企業数（全移行期間別） 

一般的にＩＦＲＳへの移行に際しては、システム対応が不可欠なのではない

かという意見が聞かれているが、ＩＦＲＳの任意適用を目的としたシステム対

応を特段行わなかった企業も１１社存在した。これらの企業には、従来からシ

ステムの整備が行われていたため新たな対応が不要であった企業、表計算ソフ

トを使用することにより対応できたという企業が含まれている。これに関連す

る主なコメントは次のとおりであった。 

  システムについては、表計算ソフトにより財務諸表を効率的に作成できる

仕組みを構築したため、特段の対応をしていない。（サービス業） 

  連結決算用のパッケージはもともと表計算ソフトをベースにしており、Ｉ

ＦＲＳ対応は特定項目の修正で対応できた。（情報・通信業） 
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全期間
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一方、システム対応を行う場合、多くの企業はＩＦＲＳの規定を確認し、Ｉ

ＦＲＳへの修正仕訳をパッケージ化・標準化するなど、会計方針を明確化した

うえでシステム対応を行う方針を採用していた。後に会計方針の変更等により、

手戻りが生じた企業もあったが、基本的に会計方針を明確化したうえで必要な

範囲でシステム化に臨むことが、コストの最小化、業務の適正化に資するとす

る企業が多数であった。この点に関連する主なコメントは次のとおりであった。 

  連結グループ全体をあたかも「一つの会社」として決算を行うべく、グロ

ーバルで統一されたシステムを導入するとともに、子会社ごとに経理部門を

設置せず、各地域に経理業務を統括する子会社を設立し、上流から下流まで

一貫して経理をコントロールするシステムとした。（電気機器） 

  ＩＴチームは、初期の段階から関与し、日本基準とＩＦＲＳとの間の差異

項目や調整項目のデータ収集方法の検討を含めた全体構想の設計に携わる

べきだと考えるが、最初からシステム化そのものが必要だとは考えていな

い。移行にあたっては、まずは最小限のＩＴ化を目指し、固定資産システム

に投入するための基礎データ、ＩＦＲＳへの修正仕訳及びＩＦＲＳに基づく

開示データを表計算ソフトで作成し、そのノウハウをパッケージ化・標準化

したうえで、必要に応じてシステム開発する方が効率的である。当社では、

特定の会計基準への対応としてシステムを開発したが、当初の想定に合わな

い事例が発生し、コスト・ベネフィットを考えた結果、システムを破棄した

経験がある。（精密機器） 

  全面的なシステム対応を行う方法もあるが、当社は当初から連結レベルで

のＩＦＲＳ対応のみを行うことを念頭に置き、日本基準で作成される単体財

務諸表に重要性を勘案して最低限の調整を加えることを考えていた。したが

って、当社では、まず差異分析を実施し、重要性により親会社が修正すべき

項目を決定し、その後必要な範囲でシステム対応を行うという順序で移行準

備を進めた。多くの場合には既存のシステムで必要な情報が入手できてお

り、大規模なシステム改修は必要なかった。（情報・通信業） 

ＩＦＲＳへの移行と同時期に基幹システムの導入を行っている企業もあった。

これらの企業の中には、経営管理の高度化のために、ＩＦＲＳの採用を契機と

してシステムの全面的な入れ替え等を行った企業もみられた。こうした企業で

はＩＦＲＳを経営管理の高度化のための主要なツールととらえ、活用している

といえる。 

  ＩＦＲＳ導入を契機に基幹システムの導入プロジェクトを進めている。グ

ループ全体で統一的な経営管理をするためには、ＩＦＲＳに対応するように

基幹システムを作りこむことが非常に重要であり、ＩＴ部門と連携を取りな
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がら進めている。（金属製品・サービス業） 

  グループ各社で会計システムが異なっていたが、ＩＦＲＳへの移行を契機

に統一した会計システムの構築を進めた。（ガラス・土石製品） 

  ＩＦＲＳ移行後に、海外子会社も含めてグループ全体で統一的に管理する

ために、会計関連のシステム入替を実施した。（サービス業） 

 ＩＦＲＳの適用に際して導入又は更新を行ったシステムの内容については、

２９社から回答を入手した。回答は複数回答を可とした。回答は次の【表４】

のとおりであった。 

【表４】ＩＦＲＳの適用に際して導入又は更新を行ったシステムの内容別の回

答数 

導入又は更新を行ったシステム 回答数 

連結システム ２０社

固定資産システム １１社

販売システム ７社

開示システム ３社

購買システム ２社

その他 ６社

 日本基準とＩＦＲＳの二重管理を行うために連結システムや固定資産システ

ムを導入又は更新すると回答した企業が多かった。主なコメントは次のとおり

であった。 

  システムは、現地基準対応とＩＦＲＳ対応の二重の帳簿データを保持でき

るように見直した。ＩＦＲＳ移行後の各子会社は、法制度上必要な現地基準

での財務諸表から必要な修正仕訳を反映させてＩＦＲＳベースの財務諸表

に組替え、本社に報告している。（医薬品） 

  ＩＦＲＳ移行にあたり、営業関係や購買関係のシステムを大きく変更する

必要はなかった。他方、固定資産システムについては、日本基準とＩＦＲＳ

のデータを管理できるように改修を行った。（ガラス・土石製品） 

  システム対応としては、連結会計システム、固定資産システム等の一部の

システムの改修のみで対応した。（電気機器） 

また、上記以外のシステムについても改修を行ったと回答した企業もあった。

具体的なコメントは次のとおりであった。 

  改修範囲としてはＩＦＲＳへの最低限の対応を図るものであり、各グルー

プ会社のシステムは変更せず、親会社の単体及び連結用システムのみを対象
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とした。その際、投資システム、売上・仕入システムなどを改修した。（卸

売業（商社）） 

上記のほか、システム対応に関連して、ＩＦＲＳベースの財務諸表本表や注

記を作成するために、子会社等から収集する必要のあるデータを洗い出したう

えで、これらを連結パッケージに反映させる対応に時間を要したとのコメント

が聞かれた。 

③ 財務諸表一式の作成（テスト段階） 

 ＩＦＲＳへの移行に際しては、通常、ＩＦＲＳ適用初年度の前年度の数値を

用いて試験的にＩＦＲＳの財務諸表一式を作成することが行われる。このテス

ト段階における財務諸表一式の作成に要した期間について、５８社から回答を

入手した。その状況は次の【図７】のとおりであり、１年以上２年未満と回答

した企業が最も多く、次いで、１年未満と回答した企業が多かった。 

【図７】財務諸表一式の作成（テスト段階）に要した期間別の企業数 

財務諸表一式の作成に関して聞かれた主なコメントは次のとおりであった。 

  当社がＩＦＲＳへの移行を検討していた時期には、国内に適用企業の前例

が無く、参考にできる事例も無かったために、早めに着手したにも関わらず、

初度開示まで財務諸表を何度も作り直すことになった。今後移行を検討して

いる企業については、既に公表されている先行事例を研究することが有効で

あると考える。（精密機器） 
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1年未満 1年以上
2年未満

2年以上
3年未満

3年以上

回答社数：５８社
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  ＩＦＲＳは開示量が多いことから、外部アドバイザーを活用しながら欧州

における参考事例の分析を行った。（情報・通信業） 

  開示に関しては、会計基準の差異分析が終了した段階（プロジェクト開始

３か月後）から開示のひな型の検討に着手した。検討にあたっては、他社事

例、ＩＦＲＳの基準書及び監査法人の資料を参考とした。（不動産業） 

 財務諸表一式の作成に関しては、外部アドバイザーの活用や海外事例の研究

を通じ、相当の時間をかけている。その過程では、先行事例が少ないため手戻

りが生じたケースもあった。 

 しかしながら、ここ１～２年においては、ＩＦＲＳ適用企業が増加しており、

先行事例が積み重なりつつある。 

 したがって、今後、ＩＦＲＳの適用を予定している企業にとっては、多くの

先行事例を参考にこれらの作業に要する時間の短縮化が期待できると考えられ

る。 

④ 内部統制の構築 

 内部統制の構築に要した期間については、４５社から回答を入手した。１年

未満と回答した企業が、２７社と最も多かった。なお、回答状況は次の【図８】

のとおりであった。 

【図８】内部統制の構築に要した期間別の企業数 

内部統制の構築に要した期間を、２年未満と回答した企業の主なコメントは

次のとおりであった。 
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回答社数：４５社
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  会計基準は変わったが、チェック体制に大きく変化はなかったため、時間

がかからなかった。（証券・商品先物取引業） 

  内部統制については、ＩＦＲＳで特徴的なものはなく、ＩＦＲＳ用のチェ

ックリストを整備する程度である。（小売業） 

一方、２年以上と回答した企業の主なコメントは以下のとおりであった。 

  ＩＦＲＳを適用しても会社のビジネスは変わらないが、米国会計基準とＩ

ＦＲＳでは会計処理に差異が存在するため、内部統制の文書化の変更にかな

り時間と労力を要した。（卸売業（商社）） 

（３） ＩＦＲＳへの移行にあたって構築した社内体制 

この質問項目では、初期（経理部門を中心としたアクションプランの作成等）、

中期（経理部門以外の事業部門や外部業者との連携）、後期（ＩＦＲＳによる財

務諸表の作成・開示）等、企業の実情に応じて区分した期間ごとの業務概要に

ついて質問を実施した。この質問項目については、４４社から回答を入手した。 

ＩＦＲＳへの移行プロジェクトを初期、中期、後期に分けた場合、企業によ

って時期は前後するが、多くの場合において次の【表５】に示す業務が行われ

ていた。

【表５】ＩＦＲＳへの移行プロジェクトにおけるフェーズ別の主な業務内容 

プロジェクトのフェーズ 主な業務内容 

初期  計画の策定 

 影響度調査 

中期  会計方針の策定 

 グループ会計方針書の作成 

 財務諸表のひな形の作成 

 データ収集方法の検討 

 システム対応 

 報告日の統一 

後期  グループ展開 

 内部統制の構築 

 財務諸表の作成 

【プロジェクトの初期における社内体制】 

  プロジェクト初期は、経理の通常業務との兼務体制から始めることが多く、

専任体制を敷いている企業においても少人数から始める企業が多かった。 
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【プロジェクトの中期における社内体制】 

プロジェクトの中期になると、ほとんどの企業において専任体制となり、専

任者が３名から５名程度の企業が多かったが、最大２０名の専任体制とした企

業もあった。また、外部アドバイザーが数名常駐しているケースもあった。さ

らに、企業によっては、ＩＦＲＳに精通している海外子会社の従業員を呼び寄

せて、プロジェクトに参加させていた。 

システム対応に関しては、ＩＴ部門から専任者が加わっているケースもあれ

ば、専任者を置かないケースもあった。 

 なお、グループ会計方針書の作成は、中期に行った企業が多いが、「２.ＩＦ

ＲＳへの移行準備・移行コスト」の「（２）業務別の移行期間 ①会計基準の

差異分析」（Ｐ３９）で述べたとおり、企業の規模、グループ会社の広がり等

により、初期に作成して見直していく企業もあれば、比較的後期に完成形とし

てグループ企業に展開する企業もあり、それぞれ最適な時期を選択していた。 

【プロジェクトの後期における社内体制】 

プロジェクトの後期では、日本基準に基づく決算とＩＦＲＳに基づく決算を

並行的に行うために、経理グループ内で日本基準チームとＩＦＲＳチームの２

チーム体制としている企業があった。 

【ＩＦＲＳの任意適用後における社内体制】 

ＩＦＲＳの任意適用後は、プロジェクト体制を解消して通常の体制に戻して

いるため、経理部門の人員数はＩＦＲＳプロジェクト開始前と大きく変わらな

いと回答した企業が多かった。一方、新基準への対応や子会社管理のために人

員を残しているケースも見受けられた。 

（４） 外部アドバイザーの利用状況 

この質問項目では、外部アドバイザーの利用状況について質問を実施し、６

５社から回答を入手した。そのうち５９社が外部アドバイザーを利用していた。 

 外部アドバイザーへの主な依頼事項としては、次の内容が挙げられていた。 

 プロジェクト・マネジメント 

 ＩＦＲＳとの差異分析 

 グループ会計方針書の作成支援 

 財務諸表のひな形の作成支援 

 連結パッケージの作成支援 

 他社事例の調査 

 グループ展開の支援 
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 内部統制の構築支援 

 システム導入の支援 

 報告日の統一支援 

外部アドバイザーとして、①監査を担当している監査法人（同一グループに

属するコンサルティング会社を含む。）を選定するケース、②それ以外のアドバ

イザーを選定するケースがあった。 

①のメリットについては、主に次のコメントが聞かれた。 

  外部アドバイザーについては、監査を担当している監査法人に要請したた

め、理解がスムーズであった。（電気機器） 

  監査法人をアドバイザーとして利用したメリットは、ＩＦＲＳ導入時の検

討にあたって、会計処理の未確定部分を少なくすることができた点にあると

考えている。また、今回のＩＦＲＳ適用において、グループ全体で統一した

会計方針を徹底することを目指していたため、プロジェクトの過程で、海外

子会社の監査法人を同一系列の監査法人に統一し、現地の監査法人に対して

も、グループ会計方針に準拠しているかどうかに関する意見を求めることと

した。（電気機器） 

  グローバルな会計方針の策定に向け、監査を担当している監査法人と同じ

グループに属するコンサルティング会社からアドバイスを受けた方が監査

法人とよりスムーズに議論できると考えた。監査法人とアドバイザーの間で

も認識の差はなく、議論を経て定めた会計方針に対する判断を監査法人が後

から覆すケースはなかった。（医薬品） 

  手戻りを最小限にし、短期でＩＦＲＳに移行するには、監査を担当してい

る監査法人と同じグループに属するコンサルティング会社をアドバイザー

として選任し、監査法人とその都度適宜に合意していくのが望ましい。（金

属製品） 

 一方、②のメリットについては、主に次のコメントが聞かれた。 

  監査を担当している監査法人以外の監査法人をアドバイザーとして利用

したのは、監査法人から教えてもらうというより、一体となってＩＦＲＳの

適用ルールを作り上げていきたかったためである。（食料品等） 

  外部アドバイザーは監査法人とは異なり、企業側の視点で情報を集めてく

れ、非常に役に立った。なお、外部アドバイザーを使う場合であっても、企

業が自ら判断して主体的に使わなければ十分な成果は得られない。（情報・

通信業） 

  外部アドバイザーとして監査を担当している監査法人以外の監査法人と
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契約した。具体的には、社内の議論を経て経理部門が策定した会計方針につ

いて、当社と監査法人の見解が相違した場合に、セカンドオピニオンを得る

目的で限定的に利用した。会計方針は、アドバイザーに丸投げするのではな

く、結局は企業が自ら考えなければならない。外部アドバイザーは、社内で

不足している専門的知識等を補い、客観的な見方ができるようするために利

用した。（輸送用機器） 

いずれのケースにおいても、プリンシプル・ベースの下で会計方針の決定及

び財務諸表の作成を行っていくうえで、企業自身がどのように外部アドバイザ

ーと協働していくかというポリシーが存在する企業が多かった。このように企

業が主体的にプロジェクトを遂行していくことは重要と考えられる。なお、外

部アドバイザーに全面的に業務を依頼する企業は、ほとんどなかった。 

（５） ＩＦＲＳへの移行に直接要した総コスト 

この質問項目では、ＩＦＲＳへの移行に直接要した総コスト、及びその内訳

として、①外部アドバイザー（例：他の監査法人、コンサルティング会社）、②

監査法人（通常の監査報酬を除く。）、③会計システムの導入又は更新、④その

他の支出の概算額について質問を実施した。 

 ＩＦＲＳへの移行に直接要した総コストについては、４８社から回答を入手

した。総コストの売上規模別の状況は次の【図９】のとおりであった。 

【図９】ＩＦＲＳへの移行に直接要した総コスト別の企業数（売上規模別） 
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5千万円未満 5千万円以上
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1兆円未満

1千億円以上

5千億円未満

1千億円未満

回答社数：４８社

（内訳）

売上高
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回答企業の売上規模から分析した場合、総コストが５千万円未満と回答した

企業１３社のうち売上高１千億円未満の企業は８社である一方、売上高が１兆

円以上の企業はなかった。他方、総コストが５億円以上１０億円未満と回答し

た企業８社のうち６社、また総コストが１０億円以上と回答した企業７社のう

ち６社は、売上高が１兆円以上の企業であった。 

 全体的な傾向としては、多角的に事業展開をしており、海外子会社等を多く

保有する企業では総コストが多額となっていた。 

 コストの内訳については以下のとおりである。なお、ＩＦＲＳへの移行に直

接要した総コストについて回答した企業のうち、その内訳を示していない企業

があったため、総コストとその内訳では回答企業数が異なっている。 

① 外部アドバイザー 

外部アドバイザー（例：他の監査法人、コンサルティング会社）への支出額

については、２５社から回答を入手した。その回答状況は次の【図１０】のと

おりであった。 

【図１０】外部アドバイザーへの支出額別の企業数 
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5億円以上

回答社数：２５社
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② 監査法人 

 監査法人への支出額（通常の監査報酬を除く。）については、３５社から回答

を入手した。その回答状況は次の【図１１】のとおりであった。 

【図１１】監査法人への支出額別の企業数 

③ システムの導入又は更新 

 システムの導入又は更新に要した支出額については、２５社から回答を入手

した。その回答状況は【図１２】のとおりであった。 

【図１２】システムの導入又は更新に要した支出額別の企業数 

④ その他の支出 

 その他については、６社から回答を入手した。その内容には、退職給付債務

を算出するための報酬、海外子会社の教育のための渡航費や不動産鑑定士への

報酬などが含まれていた。 

4

11

8

11

1

1千万円未満 1千万円以上

5千万円未満

5千万円以上

1億円未満

1億円以上

5億円未満

5億円以上

回答社数：３５社

4

6

1

8

6

1千万円未満 1千万円以上

5千万円未満

5千万円以上

1億円未満

1億円以上

5億円未満

5億円以上

回答社数：２５社
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（６） ＩＦＲＳ適用後における定常状態に移行した後のランニング・コスト 

この質問項目では、ＩＦＲＳ適用後における定常状態に移行後のランニン

グ・コストの内容及び移行前のコストとの相違について質問を実施し、３９社

から回答を入手した。 

 このうち、ＩＦＲＳ適用後に多額のランニング・コストは発生していないと

回答した企業は２５社であった。これらの企業では、経理部門の人員数もＩＦ

ＲＳ適用前とほぼ同数に戻り、また、ＩＦＲＳ適用時に増加した監査報酬もＩ

ＦＲＳ適用前の水準に戻っていると回答していた。 

 一方、ＩＦＲＳ適用後においても移行前と比較して追加的なランニング・コ

ストが発生していると回答した企業は１４社であり、ランニング・コストとし

ては、主に次の内容が挙げられていた。 

 ＩＦＲＳの新基準への対応等に係る外部アドバイザー費用 

 ＩＦＲＳ適用に関するシステムの維持費用 

 監査報酬 

 経理部門増員による社内人件費 

 外部鑑定費用 
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３. ＩＦＲＳ移行時の課題をどう乗り越えたか 

この質問項目では、ＩＦＲＳ移行時の主な課題について、次の項目から選択

のうえ順位付けを依頼し、その理由及びその対応について質問を実施した。 

①特定の会計基準への対応 

②会計システムの導入又は更新 

③内部統制の構築 

④人材の育成及び確保 

⑤その他 

 この質問項目については６０社から回答を入手した。回答は複数回答を可と

した。 

次の【表６】は、ＩＦＲＳ移行時の主な課題として１位に順位付けした項目

別の回答数を示している。 

【表６】ＩＦＲＳ移行時の主な課題として１位に順位付けした項目別の回答数 

項目 回答数 

① 特定の会計基準への対応 ４３社

② 人材の育成及び確保 ９社

③ 会計システムの導入又は更新 ５社

④ その他 ３社

    ※「内部統制の構築」を主な課題として 1位に順位付けした企業はなかった。 

① 特定の会計基準への対応 

 特定の会計基準への対応をＩＦＲＳ移行時の主な課題の１位と回答した企業

は４３社であった。この４３社に対して、具体的にどの会計基準が課題となっ

たかについて質問を実施した。回答は複数回答を可とした。この回答において、

５社以上の企業が課題として挙げた会計基準は次の【表７】のとおりであった。 

【表７】５社以上の企業が課題として挙げた会計基準別の回答数 

会計基準 回答数

（a）有形固定資産（ＩＡＳ第１６号） １２社

（b）収益認識（ＩＡＳ第１１号、第１８号） １１社

（c）無形資産（ＩＡＳ第３８号） ８社
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（d）資産の減損（ＩＡＳ第３６号） ８社

（e）金融商品：認識及び測定（ＩＡＳ第３９号、ＩＦＲＳ第９号） ８社

（f）報告日の統一（ＩＡＳ第２８号、ＩＦＲＳ第１０号） ５社

(a)有形固定資産（ＩＡＳ第１６号） 

 有形固定資産については、医薬品、卸売業（商社）、精密機器、化学、電気機

器、サービス業、その他金融業など幅広い業種において、課題として挙げられ

ていた。具体的な論点としては、減価償却方法の選択、耐用年数の見積りなど

が挙げられていた。 

減価償却方法の選択に関する課題をどう乗り越えたかについては、次のコメ

ントが聞かれた。 

  減価償却方法などＩＦＲＳ適用上で論点となる項目は、なるべく日本基準

の単体財務諸表上で取り込むようにした。（電気機器） 

  固定資産については、税法との関係で単体決算上、定率法を残しているた

め、固定資産システム上、二重管理をしている。ＩＦＲＳへの移行時におい

て、会計上の償却方法を定額法に変更した際には、遡及適用に相当の手間が

かかった。（食料品等） 

  減価償却方法について、日本基準で主に使用していた定率法から、ＩＦＲ

Ｓでは定額法に統一した。遡及適用により移行日時点の簿価が変わってくる

が、対象資産の個数が多いため、管理面も含めて相当手間がかかってしまう。

監査法人とＩＦＲＳにおいてあるべき簿価について議論した結果、みなし原

価の考え方なども考慮して、最終的には日本基準上の簿価からの修正を最小

限にして、ＩＦＲＳ上の簿価に引き継ぐことができた。（医薬品） 

また、耐用年数の見積りに関する課題をどう乗り越えたかについては、次の

コメントが聞かれた。 

  まず社内で耐用年数の見積りに対する考え方を整理し、そのうえで具体的

な見積り方針や見積り年数を、固定資産の耐用年数の実例を踏まえて検討し

た。（精密機器） 

  グループ全体の資産を、建物等の全社共通資産、生産設備等の事業共通資

産、個社ごとの資産の３種類に区分したうえで、統一した耐用年数を設定し

た。その際には、システム上、税務用とＩＦＲＳ用の２通りの耐用年数を管

理することができるようにシステムを変更した。（電気機器） 

  会計上は、従来から法人税法上の耐用年数ではなく、経済的耐用年数を使

用しており、税務上は二重の耐用年数のデータを持つことで対応している。

（ガラス・土石製品） 
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(b)収益認識（ＩＡＳ第１１号、第１８号） 

 収益認識については、医薬品、卸売業（商社）、精密機器、化学、電気機器、

ガラス・土石製品、サービス業、不動産業、その他金融業など幅広い業種にお

いて、課題として挙げられていた。具体的な論点としては、収益認識の時期（出

荷基準、着荷基準、検収基準）、売上高の純額表示、複数要素取引の分解、進行

基準の適用範囲、リベートの取扱いなどが挙げられていた。ただし、収益認識

に関する検討については時間を要したが、一旦、実務を確立できれば、円滑に

運用されていると考えられる。 

出荷基準に関する課題及び課題をどう乗り越えたかについては、次のコメン

トが聞かれた。 

  日本基準の下では、出荷基準で売上を計上していたが、ＩＦＲＳ移行にあ

たり、検収基準に合わせないといけないと想定していた。しかし、過去数年

間の返品データなどを勘案し、重要性の観点も踏まえ、検収の時点ではなく、

着荷した時点で収益を計上することができた。（医薬品） 

  収益認識については、出荷基準から検収基準に修正した。システム上、出

荷日だけでなく納入予定日を記録しており、概ね予定日どおりに納入されて

いることが検証できたため、納入予定日に売上を計上することとした。その

ため、一般的に言われているような大きな問題にはならなかった。（ガラス・

土石製品） 

  ＩＦＲＳに移行する前に日本基準において、出荷基準から着荷基準に変更

した。（電気機器） 

(c)無形資産（ＩＡＳ第３８号） 

 無形資産については、医薬品、化学、電気機器などの業種において課題とし

て挙げられていた。具体的な論点としては、社内開発費の資産化、外部から個

別に取得した研究開発費（無形資産）、広告宣伝費の資産化などが挙げられてい

た。社内開発費の資産化に関する課題をどう乗り越えたかについては、次のコ

メントが聞かれた。 

  現在の開発プロセスを変えずに入手できる情報を活用して、自動的に資産

化の判断ができるようフローチャートなどを構築しようとした。その際、特

に資産計上の要件を満たすタイミングについて時間をかけて検討した。（電

気機器） 

  開発費の資産計上についての要件を満たすタイミングを検討したが、開発

の最終段階においても当該要件を満たしていないと判断した。結果的に無形

資産を計上しておらず、開発費から無形資産に振替えるケースはほとんどな
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いのではないかと考えている。（電気機器） 

(d)資産の減損（ＩＡＳ第３６号） 

 資産の減損については、医薬品、卸売業、サービス業、ガラス･土石製品、証

券・商品先物取引業などの業種が課題として挙げていた。特に減損テストを行

う資産グループ（資金生成単位）をどのように定めるか、どのような状況で減

損を認識するかに関して判断が難しいというコメントが聞かれた。 

 この点については監査法人と時間をかけて議論を行うことにより課題を乗り

越えたというコメントが聞かれた。 

  ＩＦＲＳでは、のれんは減損の兆候が無くても毎年の減損テストが求めら

れるため、減損テストのプロセスを定めるのに大変苦労した。特に資金生成

単位をどのように定めるか、どのような状況で減損を認識するかに関し、初

度適用時に定めたことが今後も継続されることから、監査法人との調整作業

に時間を要した。当社としては、単位が細かくなると減損テストの手間もか

かることから、なるべく大きな単位でのれんの減損テストを実施したい意向

があったが、監査上それが妥当かどうかという点で検討に多くの時間を要し

た。（医薬品）

(e)金融商品：認識及び測定（ＩＡＳ第３９号、ＩＦＲＳ第９号） 

 金融商品の認識及び測定については、卸売業（商社）、証券・商品先物取引業、

サービス業などの業種において課題として挙げられていた。具体的な論点とし

ては、非上場株式の公正価値測定などが挙げられていた。非上場株式の公正価

値測定については、特にベンチャー企業への投資の評価が難しかったとのコメ

ントが聞かれた。この課題をどう乗り越えたかについては、次のコメントが聞

かれた。 

  どのような技法で公正価値測定するか、実務でどのように対応するか検討

し、監査法人と相談して、実務上の細則をとりまとめ、子会社に示した。（電

気機器） 

  非上場株式の公正価値測定などへの対応が課題となったが、外部アドバイ

ザーから、必要なデータの収集方法や計算方法などのレクチャーを受け、自

社で公正価値測定を行えるようにした。（サービス業） 

(f)報告日（決算日）の統一（ＩＡＳ第２８号、ＩＦＲＳ第１０号） 

 報告日の統一については、卸売業（商社）、化学、サービス業などの業種が課

題として挙げていた。具体的には、次のコメントが聞かれた。 
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  子会社等の決算日を変更することは、経営管理にも影響を及ぼすため、Ｉ

ＦＲＳプロジェクトをトップダウンでしっかり進めないと実現は難しいと

思う。決算日の変更には時間がかかるので、プロジェクト初期から対応を開

始し、ＩＦＲＳへの移行日前には完了した。（卸売業（商社）） 

② 人材の育成及び確保 

人材の育成及び確保に関しては、ＩＦＲＳに精通した人材の確保という質的

な課題とＩＦＲＳ適用に必要となる業務量に応じた人員の不足という量的な課

題が挙げられていた。具体的な課題としては、次のコメントが聞かれた。 

  人材の育成及び確保について、人員数でなく、人材の質が重要だと考えた。

新しい事象に対し、英文の会計基準を読んで、その事象に適用して、会計の

言葉で説明資料を作成するようなスキルは通常の経理業務ではなかなか身

につかない。新しい論点が生じたときに、自力で考え、自ら手を動かして解

決する人材が求められる。（証券・商品先物取引業） 

  ＩＦＲＳは原則主義であり、解釈の余地が大きい。新しい事象が起こった

際に、会計基準を読んで論理的に会計処理まで組み立てられる人材がＩＦＲ

Ｓの実務に向いている。マニュアルどおりに動くのではなく、自分で考え、

監査法人とディスカッションができるような論理構成力の高い人材が求め

られる。（小売業） 

  ＩＦＲＳに基づくグループ会計方針書を策定するためには、社内のリソー

スでは不足していた。（卸売業（商社）） 

 人材の育成及び確保に関する課題への対応としては、各企業の状況に応じて

次の対応策が採られていた。 

 社内研修会の実施 

 グループ会社への説明会の実施 

 決算業務におけるＯＪＴ 

 外部セミナーへの参加 

 ＩＦＲＳを適用している海外子会社からの人員受入 

 ＩＦＲＳ導入経験者等の採用 

 これらの対応策についてのコメントは次のとおりであった。 

  ＩＦＲＳの導入経験のある欧州の子会社から本社経理部門にスタッフを

受け入れ、ＩＦＲＳによる決算業務を円滑に進めるための知識や経験を本社

経理部門のスタッフに伝えてもらっている。（医薬品） 

  全社的にＩＦＲＳを理解しているスタッフを配置するため、ここ３年ほ
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ど、経理部門に配属した新入社員を、育成後に他部門に異動させている。あ

わせて、他部門に籍を置いたまま２年程度の期間で経理部門に受け入れてい

る。また、人材育成のため、経理部門主催の社内セミナーの実施（Web セミ

ナーを含む）や外部セミナーへの参加も行っている。（医薬品） 

  人材育成についてはＯＪＴが中心であるが、内部育成の一環として、ここ

数年は第２四半期終了後の業務閑散期に、新会計基準や他社のアニュアルレ

ポートの読み合わせを行う勉強会の実施や新しく当社に加わった社員向け

にＩＦＲＳに関する研修会などを行っている。（サービス業） 

  会計方針やマニュアルに関しては、国内外の子会社等に対して、説明会を

度々実施してＩＦＲＳへの理解を深めてもらうようにした。また、子会社等

への教育ツールとして、グループ会計方針書等に加えて動画等も準備して教

育普及に努めた。（卸売業（商社）） 

  人材の育成に関しては、子会社の協力体制を構築することに苦労した。子

会社のキーマンには親会社から積極的にレクチャーを行い、その者を核に子

会社内でのノウハウや認識の共有を図った。（電気機器） 

  人材開発の面では、海外子会社が所在する国ごとに勉強会を実施してお

り、ＩＦＲＳ第１５号「顧客との契約から生じる収益」など今後課題となる

基準を中心に取り上げている。また、新入社員は決算業務においてＯＪＴに

より教育を行っている。（情報・通信業）  

  年に１度、年度決算に向けた教育を行っている。具体的には、連結決算シ

ステムの入力方法やグループ会計方針書の改訂、ＩＦＲＳの新基準について

説明している。また、グループ会計方針書を改訂したときに、その内容をイ

ントラネット上に公開している。（ガラス・土石製品） 

③ 会計システムの導入又は更新 

会計システムの導入又は更新をＩＦＲＳ移行時の主な課題の１位と回答した

企業は５社であった。主なコメントは次のとおりであった。 

  固定資産システムは、税法との関係で単体決算は定率法に基づく計算を残

しているため、二重管理となっている。ＩＦＲＳに対応したシステムを当初

設計した際は、時間的な制約もあって、既存のシステムから独立したシステ

ムでデータを作成したため、非常に処理が複雑となったが、現在は１つのシ

ステムの中でいずれの方法でも計算可能となった。（食料品等） 

  固定資産管理をＩＦＲＳ、日本基準、税法の３つの基準で管理するシステ

ムに移行したが、その際、既に実績のあるシステムを調査して導入した。（医

薬品） 
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  単体決算は日本基準、連結決算はＩＦＲＳが適用されるため、事業部門か

らのヒアリングやシステムベンダーとの協議により新規プログラムを開発

した。事業部門に新たな負荷をかけずに２つの会計処理が可能となる方法や

単体会計システムと連結会計システムの連携方法の策定に最も時間を要し

た。（医薬品） 

 システムの導入又は更新に関する対応状況は、「２．ＩＦＲＳへの移行準備・

移行コスト」の「（２）業務別の移行期間 ②システム対応」（Ｐ４２）を参照の

こと。 

④ その他 

回答企業のうち３社は、上記①から③の課題以外のものをＩＦＲＳ移行時の

主な課題の１位と回答した。 

 このうち１社は、会計基準変更に対する抵抗感の低減を挙げていた。長年慣

れ親しんできた会計基準からＩＦＲＳに移行することについては、多数の子会

社等の経理担当者が抵抗感を示していたことから、国内外において多数の説明

会を開催し、会計基準の差異が大きい分野については、社内のワーキンググル

ープやタスクフォース等を通じて入念な説明を行うことによって対応した。 

⑤ 内部統制の構築 

内部統制の構築をＩＦＲＳ移行時の主な課題の１位と回答した企業はなかっ

た。内部統制の構築に関する課題は、他の課題に比べて相対的に重要度が低い

と考えられる。 
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４. 監査対応 

この質問項目では、ＩＦＲＳに係る監査対応についての課題及びその対処、

監査対応が改善された場合の内容について質問を実施した。 

（１） 監査対応に関する課題 

ＩＦＲＳに係る監査対応について課題があると回答した企業は３５社であり、

主に次の課題が指摘された。 

① ＩＦＲＳの解釈 

② 監査法人の知識・経験不足 

③ 対応時間の増加 

④ ビジネスの実態判断 

⑤ その他 

① ＩＦＲＳの解釈

 ＩＦＲＳの解釈については、次のコメントが聞かれた。 

  監査法人が自己の内部マニュアルに基づいて形式的な解釈を行う。 

  日本の監査法人で結論が出せない場合には、海外提携先の監査法人の本部

に照会するため、結論が出るまでに時間がかかる。 

  日本の監査法人による見解と海外子会社の監査を担当している海外提携

先の監査法人による見解が異なる。 

  監査法人間で解釈が異なる。 

 具体的なコメントは次のとおりであった。 

（内部マニュアルによる解釈） 

  ＩＦＲＳへの移行において、事例が少ないことを理由に、監査法人から形

式的な解釈を示されることが多く、その対応に苦慮している。外部アドバイ

ザーと共同で個々の論点に関する自社の考えを整理できた点は原則主義の

ＩＦＲＳのメリットと捉えているが、最終的には監査法人を納得させなけれ

ばならない点がＩＦＲＳの任意適用が進まない一因ではないか。（化学） 

  監査法人のグローバル・マニュアルありきの姿勢には違和感がある。ただ、

原則主義は細則主義に比べて解釈に幅があるため自社のスタンスを主張し

やすく、その点はメリットと捉えている。（卸売業（商社）） 

  監査法人は、ＩＦＲＳに規定されていない取引の会計処理について、監査

法人が作成した内部マニュアルに従って監査上の判断を行う傾向があるた
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め、監査の透明性や他社との比較可能性に課題がある。（医薬品） 

（海外提携先の監査法人の本部への照会） 

  監査法人が海外提携先の本部に問い合わせることが度々あったが、本部が

日本における我が業種のビジネスを全く理解していないと思う回答も多か

った。（卸売業（商社）） 

  監査法人に新たに認識した課題を相談した際、監査法人が海外提携先の本

部に確認することが多い。海外提携先の本部に確認する場合は、２週間程度

で回答されるケースは早い方であり、数か月待たされるケースもある。監査

法人もまだＩＦＲＳに慣れていないため、従来のようにスムーズにはいかな

い。（卸売業（商社）） 

  問い合わせに対する監査法人の回答は、非常に時間がかかった。日本に先

行事例がないために監査法人自体にも十分な経験の蓄積がなく、ロンドンの

本部に照会していたこと（回答まで３か月程度かかるケースもあった）、当

社の解釈がそのまま日本の先行事例となるために慎重に判断していたこと

などが理由である。なお、こうした回答に要する時間などに対する問題点は、

日本の監査法人にノウハウが積み上がってきたこともあり、大幅に短縮され

ている。（証券・商品先物取引業） 

（日本の監査法人と海外提携先の監査法人による見解の相違） 

  ＩＦＲＳ移行後は、全社がグローバルで統一したＩＦＲＳを適用して財務

諸表を作成しているために解釈を揃えなければならないが、本社と日本の監

査法人の間で合意した見解と、海外子会社の監査人である海外提携先の監査

法人の見解とが一致しないケースが生じた。ＩＦＲＳは原則主義であるため

解釈に幅があり、現地基準の考え方に影響を受けやすく、結果的に地域ごと

に解釈が異なっていた。この場合、日本の監査法人と海外提携先の監査法人

の間で意見を調整してもらう必要があった。現在では、日本の監査法人と海

外提携先の監査法人の間で情報の共有などをお願いしている。（医薬品） 

  当社の監査法人と、既にＩＦＲＳに基づいて会計処理していた海外子会社

の監査法人との間で見解が一致しない場合もあった。グループ会計方針で

は、ＩＦＲＳの解釈を意図的に狭めている部分もあるが、海外子会社を担当

する現地の監査法人には必ずしも浸透していないため、行き違いが生じる場

合があり、改善の余地があると考えている。（電気機器） 

（監査法人間の解釈の相違） 

  監査法人と外部アドバイザーである監査法人の間で、会計基準に対するそ

れぞれの内部マニュアルによる解釈が異なるため、両者の見解が異なる事例
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が発生した。（証券・商品先物取引業） 

② 監査法人の知識・経験不足 

複数の企業から、監査法人の担当者のＩＦＲＳに関する知識・経験が不足し

ていることにより対応が不慣れであるとのコメントが聞かれた。主なコメント

は次のとおりであった。 

  プロジェクトの初期は監査法人もＩＦＲＳに関する知識・経験に乏しく、

相談しても満足のいく回答はあまり得られなかった。（卸売業（商社）） 

  監査法人においてＩＦＲＳの対応事例が少なかったため、特定の会計処理

に関して他社事例を質問しても的確な回答がされなかった。監査法人として

我々のビジネスを理解したうえで、ＩＦＲＳのポイントを押さえた対応を期

待していたが、期待通りにはいかなかった。（サービス業） 

  監査チームの中にＩＦＲＳに関する理解や経験が十分でない人材が多い

ため、基礎的な説明を行う等の対応が必要となる。（医薬品） 

③ 対応時間の増加 

 監査対応の時間については、実質判断を求める原則主義への対応から監査法

人との協議時間や作成資料が増加していること、開示項目の増加により、監査

法人からの質問に対応する時間が増加しているとのコメントが聞かれた。主な

コメントは次のとおりであった。 

  ＩＦＲＳは原則主義であるため、実質判断を求められる場面が増加した。

このため、ＩＦＲＳに明記されていない事象について当社としての方針を説

明したうえで、監査法人と議論を重ねるという対応が必要となった。（卸売

業（商社）） 

  ＩＦＲＳは注記の開示内容が多く、従来よりも膨大なデータを使用するた

め、当初は監査法人からの質問事項が多くその対応に多くの時間を要した。

（電気機器、医薬品） 

④ ビジネスの実態判断 

ビジネスの実態判断について聞かれた主なコメントは次のとおりであった。 

  監査法人の中で、企業のビジネスの実態を把握しようとしている者はごく

少数であり、監査マニュアルに偏重した姿勢が強く感じられる。この点は、

当社のように分かりやすいビジネスを参考にして、対応を改善していただき

たい。（化学） 
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  開示方針の検討では、企業の業態や特性などを考慮せず、監査法人のチェ

ックリストを用いて細部にわたり指摘があったため、その対応に多くの時間

を要した。（卸売業（商社）） 

⑤ その他 

その他課題について聞かれたコメントは主に次のとおりであった。 

  会計方針の検討では、移行準備に長期間を要する中、一旦、監査法人と合

意した会計方針が後になって否定されるケースが散見された。（情報・通信

業、卸売業（商社）） 

（２） 監査対応に関する課題への対処 

 監査対応に関する課題への対処としては、監査法人と早めに協議し密接なコ

ミュニケーションを図ることが挙げられていた。主なコメントは次のとおりで

あった。 

  ＩＦＲＳは原則主義であり、企業の方針や主張が重視されるため、監査法

人と協議する際に、会計処理の背景や根拠について以前よりも入念に社内で

確認するようになった。そのうえで早めに監査法人に相談するようになっ

た。（食料品等） 

  ＩＦＲＳに移行することにより、監査上新たに必要となる手続や確認しな

ければならないデータが発生する。当社側で監査人の作業がスムーズに進む

ように資料・データの提出方法を工夫すれば、監査工数を減らすことができ

るとともに、監査人からの迅速な結論の入手に繋がると考えている。（輸送

用機器） 

  かつては問題が起こってから監査法人と議論していたが、現在は毎週定期

的に議論している。主として当社から議題を提示するが、監査法人から提示

されることもある。毎週の会議を行うことにより、今後予想される会計上の

論点についても議論ができ、前もって検討することができるようになった。

（電気機器） 

  監査法人に案件の相談を早めに行うようにするとともに、監査法人に対し

ても検討を前倒しで行うように依頼した。（サービス業） 

  会計上の懸案事項が発生した場合、当社側でできるだけ早く対応し、監査

法人が検討する時間を十分に確保することを心がけている。（サービス業）
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（３） 監査対応における改善事項 

ＩＦＲＳの任意適用の事例が積み上がってきた結果、監査法人の経験が増え、

監査対応が改善されているというコメントも聞かれた。主なコメントは次のと

おりであった。 

  以前は質問への回答に時間がかかっていたが、こうした問題点は、日本の

監査法人にノウハウが積み上がってきたこともあり、大幅に改善されてい

る。（証券・商品先物取引業） 

  日本におけるＩＦＲＳの監査実例が豊富ではないという問題があったが、

ＩＦＲＳ導入時よりも、監査実務が積み上がったことにより、監査対応は改

善されている。（卸売業（商社）） 

  監査法人に対して適切かつ迅速な回答や海外提携先の監査法人との十分

な連携を何度も強く求めた結果、対応が改善された。（卸売業（商社）） 
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５. 移行によるメリット 

この質問項目では、ＩＦＲＳへの移行による実際の主なメリットについて、

次の項目から選択のうえ順位付けを依頼し、その理由について質問を実施し６

０社から回答を入手した。回答は次の【表８】のとおりであった。 

【表８】ＩＦＲＳへの移行による主な実際のメリットとして１位に順位付けし

た項目別の回答数 

項目 回答数

① 経営管理への寄与 ２７社

② 比較可能性の向上 １２社

③ 業績の適切な反映 ９社

④ 海外投資家への説明の容易さ ７社

⑤ 資金調達の円滑化 ２社

⑥ その他 ３社

回答企業６０社のうち５４社は、「１．ＩＦＲＳの任意適用を決定した理由・

経緯」の「（１）任意適用を決定した理由又は移行前に想定していた主なメリッ

ト」（Ｐ２７）における回答と同じ順位を回答している。なお、ＩＦＲＳへの移

行を決定した段階又はＩＦＲＳによる連結財務諸表をまだ提出していない段階

であることなどから、実際のメリットについて回答していない企業があった。 

経営管理への寄与を移行による実際のメリットと回答した企業の主なコメン

トは次のとおりであった。 

  経営管理の高度化に向けた自社の会計や財務報告のあり方について、ＩＦ

ＲＳが原則主義であることや個々の会計基準の趣旨を踏まえ、経営層を含め

全社的に議論をする良い機会となっている。（化学） 

  ＩＦＲＳを導入したことにより、グループ会社がＩＦＲＳという１つの言

語で連結決算を行えるようになり、また、財務報告用の数値と社内管理用の

数値を整合させたことが、最大のメリットである。（ガラス・土石製品） 

  ＩＦＲＳの任意適用前は、海外子会社の現地基準による報告数値を親会社

で米国会計基準に置き換える必要があった。親会社と海外子会社の会計基準

が異なるため、業績に関して親会社と子会社の認識が異なることもあった。

ＩＦＲＳを適用したことにより「モノサシ」が一つになり、子会社の業績を

より正確に把握できるほか、業績面での子会社との認識の相違も避けられる

と考えている。（卸売業（商社）） 

  投資先である海外のファンドは先行してＩＦＲＳを適用している一方で、

当社及び当社が日本で出資しているファンドは日本基準を適用していたた
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め、移行前は投資評価に差異が生じていた。ＩＦＲＳへの移行により差異が

なくなり、経営判断の一貫性が高まった。（証券・商品先物取引業）  

「経営管理への寄与」をＩＦＲＳへの移行による主な実際のメリットの１位

に変更していた企業が１社あった。コメントは以下のとおり。 

  ＩＦＲＳへの移行を契機にグループの会計方針を整備し、統一的なグルー

プ会計方針書を策定した。本社と国内外のグループ会社がグループ会計方針

書を会計面での共通言語として使用することにより、業務効率の改善に一定

の成果を上げている。（卸売業（商社）） 
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６. 移行によるデメリット 

この質問項目では、ＩＦＲＳへの移行に伴うデメリットの有無について質問

を実施し４６社から回答を得た。３９社はデメリットがあったと回答し、複数

のデメリットを挙げていた企業もあった。また、７社はデメリットがなかった

と回答した。 

（１） ＩＦＲＳへの移行に伴うデメリット 

 ＩＦＲＳへの移行に伴うデメリットとしては、主に次の内容が挙げられてい

た。 

① 実務負担の増加（２７社） 

② コストの増加（１２社） 

③ 業績の表示（６社） 

④ 適用の困難さ（５社） 

① 実務負担の増加 

 ＩＦＲＳへの移行に伴うデメリットとして実務負担の増加を挙げていた企業

は２７社であった。 

 実務負担の増加としては、主に次の内容が聞かれた。 

一時的な実務負担の増加 
グループ会計方針書の作成 

報告日（決算期）の統一 

継続的な実務負担の増加 

複数帳簿管理 

開示量の増加 

日本基準との並行開示 

監査法人との協議の増加 

 実務負担の増加への対応としては、決算プロセスの見直しやシステム化によ

る効率化、経験者の採用などが挙げられていた。また、増加した作業について

は本社経理部門だけではなく、子会社や事業部門に負担を分散させたとのコメ

ントも聞かれた。具体的なコメントは次のとおりであった。 

（決算プロセスの見直しやシステム化による効率化） 

  ＩＦＲＳの初度開示に向けて、問題点の洗い出しを兼ねたＩＦＲＳに基づ

く試験的な財務諸表の作成を繰り返し行い、海外の各拠点の代表と頻繁に打

ち合わせを行い、決算プロセスを作り込んだ。（輸送用機器） 
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  作業負担をできるだけ増やさないようにするため、優先順位・重要性を踏

まえ、業務の効率化・システムの改善を実施した。（化学） 

（経験者の採用） 

  ＩＦＲＳへの移行前後で経理部門の人数は大きく変わっていないが、人数

よりも質を向上させるためにＩＦＲＳ実務の経験がある公認会計士を２名

採用した。（証券・商品先物取引業） 

実務負担の増加としてコメントが多かった複数帳簿管理への対応としては、

重要性を勘案しながら、日本基準における会計処理がＩＦＲＳにおいても選択

可能か否かについて監査法人と協議したというコメントが聞かれた。また、Ｉ

ＦＲＳに移行する前に日本基準においてＩＦＲＳの適用を見据えた会計方針の

変更を行ったというコメントも聞かれた。  

主なコメントは次のとおりであった。 

  個別基準の検討において、日本基準における現状の会計処理がＩＦＲＳに

おいても認められるのではないかという観点で検討し、調整が必要な項目を

絞っていった。（ガラス・土石製品） 

  固定資産の減価償却方法について、ＩＦＲＳへの移行前に定額法に統一し

た。また、決算期については、ＩＦＲＳへの移行前に国内子会社も含めて１

２月決算に統一した。（ガラス・土石製品） 

② コストの増加 

ＩＦＲＳへの移行に伴うデメリットとしてコストの増加を挙げていた企業は

１２社であった。 

 具体的なコストとして、ＩＦＲＳへの移行に関する外部アドバイザー費用、

追加的な監査報酬、システム対応に関するコストが挙げられていた。 

 ＩＦＲＳへの移行に関するコストについては、「２．ＩＦＲＳへの移行準備・

移行コスト」の「（５）ＩＦＲＳへの移行に直接要した総コスト」及び「（６） Ｉ

ＦＲＳ適用後における定常状態に移行した後のランニング・コスト」を参照の

こと（Ｐ５０～５３）。 

③ 業績の表示 

ＩＦＲＳへの移行によるデメリットとして業績の表示を挙げていた企業は６

社であり、主なコメントは次のとおりであった。 

  日本基準では特別損益として表示される項目がＩＦＲＳでは営業利益に
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含まれる。 

  ＩＦＲＳでは非継続事業について独立の区分で表示される。 

  企業結合により発生したのれんが償却されない。 

  売買目的保有ではない資本性金融商品の公正価値の変動をその他の包括

利益に表示する選択を行った場合、当該資本性金融商品を売却しても売却損

益が認識されない。 

  非上場株式についても公正価値で測定される。 

④ 適用の困難さ 

 ＩＦＲＳへの移行によるデメリットとして適用の困難さを挙げていた企業は

５社であり、主なコメントとして先行事例の不足が挙げられていた。 

 先行事例の不足への対応として、次のコメントが挙げられていた。 

  複数の監査法人から会計基準の解釈や見解を聴取した。また、同一業界や

他の業界の会社と密に情報交換を行うことにより、当社のビジネスモデルの

実態に合った会計基準の適切な適用に努めた。（化学） 

 その他、会計基準が難解であることや頻繁に改正されることについて適用上

の困難であるとのコメントが聞かれた。このデメリットへの対応については、

外部アドバイザーの活用が挙げられていた。 

（２） 移行前に想定していなかったデメリット 

ほとんどの企業は、ＩＦＲＳへの移行前に想定していなかったデメリットは

ないと回答していた。 

回答企業のうち１社は、想定していなかったデメリットとして、会計基準の

規定の解釈が定まっていなかったため、会計処理の決定に手戻りが発生したこ

とを挙げていた。 

（３） 移行前に想定したほどではなかったデメリット

移行前に想定したほどではなかったデメリットについて回答した企業は５社

であり、主なコメントは次のとおりであった。 

（日本基準からＩＦＲＳへの組替作業） 

  表計算ソフトを活用しフォーマット化したことによりＩＦＲＳに組み替

える手間は想定していた程ではなく、日本基準で連結を行っていた時と同じ

スケジュールで月次決算を完了している。（サービス業） 
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（複数帳簿管理） 

  国内各社において単体決算に日本基準を適用し、連結決算にＩＦＲＳを適

用することにより生じる二重計算については、想定していた程の負荷はなか

った。（ガラス・土石製品） 

（収益認識や有形固定資産に関する会計処理の適用方法） 

  着荷基準や経済的耐用年数の採用等、特定の会計基準の適用について、当

初想定していたよりも簡便的な方法を採用することができた。（医薬品） 

（新システムへの残高移行） 

  新システムの導入に伴う帳簿残高の移行において、相当の混乱が予想され

ていたが、比較的スムーズに完了した。（卸売業（商社）） 
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７. 要望 

この質問項目では、国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）や企業会計基準委員会

（ＡＳＢＪ）、金融庁・監査人・アナリスト等に対するＩＦＲＳに関する要望に

ついて質問を実施した。 

（１） ＩＡＳＢやＡＳＢＪに対する要望 

① ＩＡＳＢに対する要望 

 ＩＡＳＢに対する要望について回答した企業は１３社であった。回答は複数

回答を可とした。主な回答は次の【表９】のとおりであった。 

【表９】ＩＡＳＢに対する要望事項 

要望事項 回答数 

実務を重視した基準開発 ４社

開示項目の妥当性に関する検討 ４社

ガイダンス等の充実 ４社

のれんの会計処理の見直し ３社

作業計画の遵守 ２社

 実務を重視した基準開発については、財務諸表作成者の観点を重視すること

や実務上の実行可能性に配慮することを求めるコメントが聞かれた。 

 開示項目の妥当性に関する検討については、ＩＦＲＳでは多くの開示が求め

られているが、コスト・ベネフィットや利用者にとっての有用性の観点を考慮

して開示項目を決定すべきとのコメントが聞かれた。 

 ガイダンス等の充実については、ＩＦＲＳの任意適用が円滑に拡大していく

ためにはガイダンス、教育文書や解釈指針の充実が必要であるとのコメントが

聞かれた。 

 のれんの会計処理の見直しについては、のれんを償却した方が自社の業績を

適切に反映できるため、のれんは償却すべきであるとのコメントや、減損テス

トの簡素化を求めるコメントが聞かれた。 

② ＡＳＢＪに対する要望 

ＡＳＢＪに対する要望について回答した企業は２１社であった。回答は複数

回答を可とした。主な回答は次の【表１０】のとおりであった。 
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【表１０】ＡＳＢＪに対する要望事項 

要望事項 回答数 

コンバージェンスの促進 １６社

解釈に関する課題への対応 ５社

ＩＡＳＢに対する意見発信 ４社

セミナー等による情報発信 ４社

 日本基準において、ＩＦＲＳなど国際的な会計基準との更なるコンバージェ

ンスを求めるコメントが聞かれた。 

解釈に関する課題への対応に関しては、企業ごと又は監査法人ごとに解釈が

異なることへの対応として、見解を統一するための会議体の設置を求めるコメ

ントなどが聞かれた。 

 また、ＩＡＳＢに対する意見発信に関しては、質の高い意見発信を継続して

いくことにより日本のプレゼンスを高めることを期待するコメントや日本にお

ける会計処理のうち重要と考えられる項目については積極的に主張し、日本基

準とＩＦＲＳとの差異をさらに少なくすることを要望するコメントが聞かれた。 

 セミナー等による情報発信については、会計基準の策定・変更時などにおい

て適時に情報を提供することや、具体的で分かりやすい解説を求めるコメント

が聞かれた。 

（２） 金融庁への要望 

金融庁への要望について回答した企業は３４社であった。回答は複数回答を

可とした。主な回答は次の【表１１】のとおりであった。 

【表１１】金融庁への要望事項 

要望事項 回答数 

日本基準との並行開示の見直し ２０社

単体開示の簡素化等 １４社

ＩＦＲＳに基づく単体開示の許容 １０社

四半期報告制度の見直し ８社

 日本基準との並行開示については、ＩＦＲＳと日本基準の二重管理の負担感、

のれんや退職給付に係る仮定計算の有用性への懸念、ＩＦＲＳに基づきグルー

プの経営管理を統一しているにもかかわらず、日本基準に基づく情報を継続的

に開示することの必要性への疑問を挙げる企業が見受けられた。 

 単体開示については、更なる簡素化または廃止を求めるコメントのほか、Ｉ
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ＦＲＳの単体財務諸表への適用を求めるコメントが聞かれた。 

 四半期報告制度については、四半期報告書の更なる簡素化や廃止を求めるコ

メントが聞かれた。 

（３） 監査人に対する要望 

監査人に対する要望について回答した企業は２４社であった。回答は複数回

答を可とした。主な回答は次の【表１２】のとおりであった。 

【表１２】監査人に対する要望 

要望事項 回答数 

質問に対する回答の早期化 １２社

ＩＦＲＳに対応できる人材・体制整備 ９社

実質的な判断の実施 ６社

監査法人間での解釈の相違の解消 ５社

質問に対する回答の早期化については、現状では論点に関する見解を照会した

場合に時間を要していることに関して改善を求めるコメントが聞かれた。 

ＩＦＲＳに対応できる人材・体制に関しては、日本において主体的に判断す

る体制を確立すべきとするコメントが聞かれた。 

 実質的な判断の実施については、原則主義を活かし、監査法人内のマニュア

ルに必ずしもしばられず各社の状況等を十分に勘案したうえで見解を出すこと

を求めるコメントが聞かれた。 

 現状ＩＦＲＳに関する解釈が監査法人間で統一されていないケースがあるこ

とに関して、監査法人間で話し合いを行うことにより解釈の相違を解消するこ

とを求めるコメントが聞かれた。 

（４） アナリスト等の財務諸表利用者に対する要望 

アナリスト等に対する要望について回答した企業は１０社であった。複数の

回答企業からＩＦＲＳに関する知識の向上を求めるコメントが聞かれた。 

（５） その他 

 上記のほか、会社法上の単体財務諸表や法人税法上の決算書においてもＩＦ

ＲＳの適用を認めることを求めるコメントが聞かれた。
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８. ＩＦＲＳの任意適用を検討している企業へのアドバイス 

ＩＦＲＳの任意適用を検討している企業へのアドバイスなどについて３０社

から回答を入手した。主なコメントは以下のとおりであった。 

（１） 任意適用のメリット 

 ＩＦＲＳの適用は「目的」ではなく経営の質を高めるための「手段」と考え

るべきであるというコメントが聞かれた。 

  海外企業の買収を機に、会計基準と決算期の統一を通じてグループ全体を

「一つの会社」とみなして経営管理を行う必要性を感じた。今後は基本的に

ＩＦＲＳをベースとした全社的経営管理体制に移行し、予算もＩＦＲＳベー

スで管理する予定である。ＩＦＲＳ導入は経営の質を高めるための手段であ

り、目的ではないと考えている。そのため、大きな視点から明確な目的をも

ってＩＦＲＳを導入することが大切である。（金属製品） 

  当社は、ＩＦＲＳへの移行について、財務会計の対応だけに限らず経営管

理の「モノサシ」も統一し、これにより経営管理の高度化を図っている。Ｉ

ＦＲＳへの移行は、会社経営を強化することが目的であり、ＩＦＲＳを適用

すること自体が目的ではない。（輸送用機器） 

  当社は、グローバルの共通経営基盤として同じ「モノサシ」をベースに意

思決定や業績評価ができるようにすること、財務プロセスの透明性を高め内

部統制のリスクも軽減することをメリットとして考え、ＩＦＲＳを導入し

た。ＩＦＲＳを導入すること自体を目的とはせず、いかに経営に活かしてい

くかを常に考えながら導入していくことが必要である。（ガラス・土石製品）

  ＩＦＲＳ導入自体を目的化するのでなく、経営の目的・目標に沿っている

かという観点から、ＩＦＲＳの導入を検討すべきと考える。（電気機器） 

 また、自社の観点だけでなく、大局的な視点で検討することを推奨するコメ

ントが聞かれた。 

  ＩＦＲＳの適用を検討するにあたっては、自社へのメリットばかりにとら

われず、日本の証券市場の活性化や国際的な比較可能性の向上等も視野に入

れつつ検討をしていただきたい。（医薬品） 

（２） ＩＦＲＳへの移行プロセス 

 ＩＦＲＳプロジェクトの進め方、スケジュールなどについて回答を入手した。 

  ＩＦＲＳの適用を一から検討することは相当の労力と費用を要するため、

既に任意適用している企業へ積極的に問い合わせし、企業の意見や実務を参
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考にしてスムーズな移行を行っていただきたい。（電気機器） 

  ＩＦＲＳ適用企業が増加し、国内にも導入ノウハウが蓄積され、従前より

も短期間かつ低コストで適用できる環境が整いつつある。先行適用企業や監

査法人、同業他社との連携を図ることで、より効率的な適用が可能となるの

ではないか。（医薬品） 

  ＩＦＲＳ適用企業の事例を知ることにより、移行コストの最小化、移行期

間の短縮にもつながるため、これらの企業と積極的に連携を図ることを勧め

る。（電気機器） 

  投資家にとって国内外の同業他社との比較可能性の確保は重要であるた

め、適用時期など国内の同業他社との連携も重要と考える。（医薬品） 

  各業種内で先行企業の事例を集約及び公開し、業種全体での早期移行を目

指し、コストや導入モデルの最適化を図る必要があるのではないか。その結

果、先行コストを負担する企業にとっても、業種として事例が増え、業種内

のスタンダードが確立することは、先行企業のベネフィットになりうる。こ

うした形での業種内（外）での連携を図ってはどうか。（化学） 

 その他、細部にこだわることなく、プロジェクトを進めることを推奨するコ

メントが聞かれた。 

  検討段階では細かな違いに目が行ってしまい、なかなか先に進まないケー

スもあると思うが、影響の小さい部分は後回しにして、一度、形にしてから

細部を詰めていくようにするとスムーズに進められる可能性がある。（電気

機器） 

  個々の論点で立ち止まっていてはなかなか検討が進まない。また、当初、

課題視していなかった会計処理でも実際やってみるとうまくいかないもの

も出てくる。そのため、多少不明な点があっても、一旦、最後まで通して財

務諸表を作成してみることが重要と考える。（サービス業） 

（３） 人員体制 

ＩＦＲＳプロジェクトにおける専任体制についてコメントが聞かれた。 

  当社は専任体制をとらず、兼務者のみでＩＦＲＳへの移行に取り組んだた

め、各個人にかかる負担が増大してしまった。ＩＦＲＳ専任チームをなるべ

く早期に発足させた方が効率良く移行できると考える。（卸売業（商社）） 

（４） 会計基準への対応 

 ＩＦＲＳへの移行前に日本基準において対応することと、重要性を十分勘案
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することを推奨するコメントが聞かれた。 

  移行時の会計基準間の差異を最小限に抑えるべく、ＩＦＲＳで求められる

会計処理で日本基準でも採用できるものについては、日本基準の段階であら

かじめ取り込みを行った。（電気機器） 

  ＩＦＲＳへの移行前から、会計システムの統合や会計方針の標準化など幅

広く実施し、最終的にＩＦＲＳに移行した際にこれらのインフラ整備は効果

があった。（ガラス・土石製品） 

  日本基準の段階で、ＩＦＲＳでも使うことができる会計処理をできる限り

採用してはどうか。（医薬品） 

また、重要性に応じた会計処理の対応に関しては次のコメントが聞かれた。 

  ＩＦＲＳへの移行に際しては重要性基準を設け、できるだけシンプルな処

理を行うことが必要と考えている。（医薬品） 

  ＩＦＲＳにも重要性の考え方はあるので、メリハリをつけて会計方針や会

計処理を整備してはどうか。（医薬品） 




